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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）イソインドリン系顔料、
　（Ｂ）高分子分散剤、
　（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩、
　（Ｄ）重合性化合物、及び、
　（Ｅ）重合開始剤を含有し、
　前記（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩が、下記
式（１）で表される化合物であることを特徴とする
　インク組成物。



(2) JP 5350827 B2 2013.11.27

10

20

30

40

50

【化１】

　（式（１）中、Ｘ及びＹはそれぞれ独立に、下記式（２）で表される基を表し、ｍ及び
ｎはそれぞれ、０．２＜ｍ＋ｎ＜１．５を満たし、かつ、０以上の数を表す。）

【化２】

　（式（２）中、Ｒ1～Ｒ4はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～３０のアルキル基
を表し、Ｒ1～Ｒ4のうちの少なくとも１つは炭素数１～３０のアルキル基である。）
【請求項２】
　前記（Ａ）イソインドリン系顔料が、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１８５
である請求項１に記載のインク組成物。
【請求項３】
　前記（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩の含有量
が、インク組成物中の前記（Ａ）イソインドリン系顔料の総重量に対して、３～１００重
量％である請求項１又は２に記載のインク組成物。
【請求項４】
　前記（Ｅ）重合開始剤が、アシルホスフィンオキサイド化合物を含む請求項１～３のい
ずれか１項に記載のインク組成物。
【請求項５】
　（ａ1）被記録媒体上にインク組成物を吐出する工程、及び
　（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射してインク組成物を硬化する工程
、を含み、
　前記インク組成物が請求項１～４のいずれか１項に記載のインク組成物であることを特
徴とする
　インクジェット記録方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インク組成物、及び、インクジェット記録方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インク吐出口からインクを液滴で吐出するインクジェット方式は、小型で安価であり、
被記録媒体に非接触で画像形成が可能である等の理由から多くのプリンタに用いられてい
る。これらインクジェット方式の中でも、圧電素子の変形を利用しインクを吐出させるピ
エゾインクジェット方式、及び、熱エネルギーによるインクの沸騰現象を利用しインクを
液滴吐出する熱インクジェット方式は、高解像度、高速印字性に優れるという特徴を有す



(3) JP 5350827 B2 2013.11.27

10

20

30

40

50

る。
【０００３】
　最近では、家庭用又はオフィス用の写真印刷や文書印刷に留まらず、インクジェットプ
リンタを用いた商業用印刷機器や産業用印刷機器の開発が行われるようになってきた。
　従来の家庭用又はオフィス用のインクジェットインク組成物及びインクジェット記録方
法に対して、商業用印刷機器や産業用印刷機器を目的としたインクジェットインク組成物
及びインクジェット記録方法には、形成した画像の色再現性が広いこと、及び、長時間の
吐出信頼性に優れていること、が強く要求されるようになってきた。
【０００４】
　また、特許文献１には、全組成物の８０重量％乃至９５重量％の多官能価のアルコキシ
および／または多官能価のポリアルコキシアクリレート単量体と、光重合開始剤とを含有
する放射線硬化性インクジェット組成物が開示されている。
　また、イエローインクとしては、例えば、特許文献２には、少なくともイエロー顔料と
、光重合性化合物と、光重合開始剤からなる紫外線硬化型インクジェット記録用インク組
成物において、イエロー顔料としてＣ．Ｉ．ピグメント・イエロー・１８０を含有し、か
つ塩基性の吸着基を有する高分子分散剤を含有する事を特徴とする紫外線硬化型インクジ
ェット記録用インク組成物が開示されており、特許文献３には、光酸発生剤、光重合性化
合物及び顔料を含有する活性光線硬化型インクジェットインク組成物において、前記光酸
発生剤が活性光線照射によりベンゼンを発生しないオニウム塩であり、前記光重合性化合
物がオキセタン環を有する化合物であり、且つ顔料がＣ．Ｉ．（カラーインデックス） 
ＰＹ７４、ＰＹ９３、ＰＹ１２０、ＰＹ１２８、ＰＹ１３８、ＰＹ１３９、ＰＹ１５１、
ＰＹ１６６、ＰＹ１８０、ＰＹ１８５、ＰＲ１２２、ＰＲ１７７、ＰＶ１９、ＰＢ１５：
３、ＰＢ１５：４、ＰＢｋ７からなる群より選ばれる少なくとも１種であることを特徴と
する活性光線硬化型インクジェットインク組成物が開示されている。
【０００５】
【特許文献１】特表２０００－５０４７７８号公報
【特許文献２】特開２００４－２５２８号公報
【特許文献３】特開２００５－１０５２２５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　家庭用又はオフィス用のインクジェットインク組成物及びインクジェット記録方法は、
写真プリント又は文書印刷を意図して開発されてきたケースが多く、商業用や産業用の印
刷物としては色再現性が狭いことが重要な課題として挙げられる。
　また、非吸収性の被記録媒体に記録を行う場合には、従来のインクジェットインク組成
物及びインクジェット記録方法は、打滴後の液滴の乾燥や被記録媒体への浸透に時間が掛
かると、画像に滲みが生じやすく、また、被記録媒体上で隣接するインク組成物液滴間で
混合が生じ、鮮鋭な画像形成の妨げとなるなど、実用上問題があった。さらに、非吸収性
の被記録媒体に記録した画像のもう一つの問題点としては、剥がれやすく、擦過性に劣る
など、画像の定着性が挙げられる。
【０００７】
　また、特許文献１の記載の方法では、広い色再現性を得ようとして、インク組成物液滴
付与量を増やしたりした場合は、硬化膜の割れによる画像の乱れや定着性の悪化が懸念さ
れる。また、広い色再現性を得ようとして、顔料濃度を上げてインク組成物を作製した場
合、インク組成物が高粘になったり、また、インク組成物中の粗大粒子の濃度が高くなっ
たりして、長時間の吐出安定性が問題となる場合がある。
　さらに、特許文献２や３に記載の方法では、作製したインク組成物中の顔料粒径が大き
く、長時間の吐出安定性が問題となる場合がある。
【０００８】
　本発明の目的は、インクジェット吐出性及び長期安定性に優れ、形成した画像の彩度に
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優れたインク組成物、並びに、インクジェット記録方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の上記課題は下記の＜１＞及び＜６＞に記載の手段により解決された。好ましい
実施態様である＜２＞～＜５＞と共に以下に記載する。
　＜１＞（Ａ）イソインドリン系顔料、（Ｂ）高分子分散剤、（Ｃ）ジスアゾ系イエロー
着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩、（Ｄ）重合性化合物、及び、（Ｅ）重合
開始剤を含有することを特徴とするインク組成物、
　＜２＞前記（Ａ）イソインドリン系顔料が、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　
１８５である上記＜１＞に記載のインク組成物、
　＜３＞前記（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩が
、下記式（１）で表される化合物である上記＜１＞又は＜２＞に記載のインク組成物、
【００１０】
【化１】

　（式（１）中、Ｘ及びＹはそれぞれ独立に、下記式（２）で表される基を表し、ｍ及び
ｎはそれぞれ、０．２＜ｍ＋ｎ＜１．５を満たし、かつ、０以上の数を表す。）
【００１１】

【化２】

　（式（２）中、Ｒ1～Ｒ4はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～３０のアルキル基
を表し、Ｒ1～Ｒ4のうちの少なくとも１つは炭素数１～３０のアルキル基である。）
【００１２】
　＜４＞前記（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩の
含有量が、インク組成物中の前記（Ａ）イソインドリン系顔料の総重量に対して、３～１
００重量％である上記＜１＞～＜３＞のいずれか１つに記載のインク組成物、
　＜５＞前記（Ｅ）重合開始剤が、アシルホスフィンオキサイド化合物を含む上記＜１＞
～＜４＞のいずれか１つに記載のインク組成物、
　＜６＞（ａ1）被記録媒体上にインク組成物を吐出する工程、及び（ｂ1）吐出されたイ
ンク組成物に活性放射線を照射してインク組成物を硬化する工程、を含み、前記インク組
成物が上記＜１＞～＜５＞のいずれか１つに記載のインク組成物であることを特徴とする
インクジェット記録方法。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、インクジェット吐出性及び長期安定性に優れ、形成した画像の彩度に
優れたインク組成物、並びに、インクジェット記録方法を提供することができた。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００１５】
（１）インク組成物、インク組成物用顔料分散物
　本発明のインク組成物（以下、単に「インク」ともいう。）は、（Ａ）イソインドリン
系顔料、（Ｂ）高分子分散剤、（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキル
アンモニウム塩、（Ｄ）重合性化合物、及び、（Ｅ）重合開始剤を含有することを特徴と
する。
　本発明のインク組成物は、イエロー色のインク組成物（「イエローインク組成物」とも
いう。）であることが好ましい。
　また、本発明のインク組成物は、インクジェット記録用インク組成物として好適に使用
することができる。
　本発明のインク組成物は、放射線により硬化可能なインク組成物であり、また、油性の
インク組成物である。
　本発明でいう「放射線」とは、その照射によりインク組成物中において開始種を発生さ
せることができるエネルギーを付与することができる活性放射線であれば、特に制限はな
く、広くα線、γ線、Ｘ線、紫外線（ＵＶ）、可視光線、電子線などを包含するものであ
るが、中でも、硬化感度及び装置の入手容易性の観点から紫外線及び電子線が好ましく、
特に紫外線が好ましい。したがって、本発明のインク組成物としては、放射線として、紫
外線を照射することにより硬化可能なインク組成物が好ましい。
【００１６】
（Ａ）イソインドリン系顔料
　本発明のインク組成物は、（Ａ）イソインドリン系顔料を含有する。
　本発明に用いることができるイソインドリン系顔料としては、イソインドリン構造を有
する顔料であれば、特に制限はないが、イソインドリン系イエロー顔料であることが好ま
しい。
　イソインドリン系イエロー顔料としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１
３９やＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１８５などが挙げられる。
　中でも、本発明の効果が顕著に現れるＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１８５
を用いることが好ましい。
【００１７】
　前記イソインドリン系顔料の分散には、例えば、ボールミル、サンドミル、アトライタ
ー、ロールミル、ジェットミル、ホモジナイザー、ペイントシェーカー、ニーダー、アジ
テータ、ヘンシェルミキサ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジ
ェットミル、ビーズミルなどの分散装置を好適に使用することができる。これらの中でも
、ボールやビース等を使用するメディア分散装置を使用することがより好ましく、ビーズ
ミル分散装置を使用することが更に好ましい。
【００１８】
　前記イソインドリン系顔料をインク組成物に分散させる際に使用する分散媒としては、
特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、低分子量である活
性放射線硬化性化合物を分散媒としてもよいし、溶媒を分散媒としてもよい。ただし、本
発明のインク組成物は、放射線硬化型のインク組成物であり、インク組成物を被記録媒体
上に適用後硬化させるため、溶媒を含まず、無溶剤であることが好ましい。これは、硬化
されたインク画像中に溶剤が残留すると、耐溶剤性が劣化したり、残留する溶剤のＶＯＣ
（Ｖｏｌａｔｉｌｅ Ｏｒｇａｎｉｃ Ｃｏｍｐｏｕｎｄ）の問題が生じるためである。こ
のため、前記分散媒として、活性放射線硬化性化合物を用い、その中でも、最も粘度が低
い重合性化合物を選択することが、分散適性やインク組成物のハンドリング性向上の点で
好ましい。
【００１９】
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　前記イソインドリン系顔料の平均粒径としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができるが、微細なほど発色性に優れるため、０．０１～０．４μｍが好まし
く、０．０２～０．２μｍがより好ましい。また、前記イソインドリン系顔料の最大粒径
としては、３μｍ以下が好ましく、１μｍ以下がより好ましい。前記イソインドリン系顔
料の粒径は、前記イソインドリン系顔料、分散剤、分散媒体の選択、分散条件、ろ過条件
の設定などにより調整することができ、前記イソインドリン系顔料の粒径を制御すること
により、ヘッドノズルの詰まりを抑制し、インク組成物の保存安定性、インク組成物の透
明性及び硬化感度を維持することができる。
　本発明においては、分散性、安定性に優れた（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ
化体のアルキルアンモニウム塩を含むため、均一で安定なインク組成物とすることができ
る。また、特に粒径が０．４μｍ以下の前記イソインドリン系顔料を用いた場合であって
も、均一で安定なインク組成物とすることができる。また、従来の分散剤では、十分な分
散性が得られたかったイソインドリン系顔料を使用した場合であっても、良好な分散性を
得ることができ、色再現性に優れたインク組成物を得ることができる。
　なお、前記イソインドリン系顔料のインク組成物における粒径は、公知の測定方法で測
定することができる。具体的には遠心沈降光透過法、Ｘ線透過法、レーザー回折・散乱法
、動的光散乱法により測定することができる。
【００２０】
　イソインドリン系顔料は、十分な彩度が得られること、また、粘度がインクジェット吐
出適正範囲内にあること等の観点から、インク組成物の総重量に対して、１重量％以上２
０重量％以下であることが好ましく、２重量％以上１５重量％以下であることがより好ま
しく、３重量％以上１０重量％以下であることが特に好ましい。
【００２１】
（Ｂ）高分子分散剤
　本発明のインク組成物は、（Ｂ）高分子分散剤を含有する。
　本発明における「高分子分散剤」とは、重量平均分子量が１，０００以上の分散剤を意
味する。
　高分子分散剤の重量平均分子量Ｍｗは、２，０００～３００，０００の範囲であること
が好ましく、３，０００～２００，０００がより好ましく、４，０００～１００，０００
がさらに好ましく、５，０００～１００，０００が特に好ましい。高分子分散剤の重量平
均分子量が上記範囲であると、顔料の分散性が向上し、インク組成物の保存安定性、吐出
性が良好となる。
　高分子分散剤の主鎖骨格は、特に制限はないが、ポリウレタン骨格、ポリアクリル骨格
、ポリエステル骨格、ポリアミド骨格、ポリイミド骨格、ポリウレア骨格等が挙げられ、
インク組成物の保存安定性の点で、ポリウレタン骨格、ポリアクリル骨格、ポリエステル
骨格が好ましい。また、高分子分散剤の構造に関しても特に制限はないが、ランダム構造
、ブロック構造、くし型構造、星型構造等が挙げられ、同様に保存安定性の点で、ブロッ
ク構造又はくし型構造が好ましい。
【００２２】
　高分子分散剤としては、ビックケミー社より市販されている湿潤分散剤ＤＩＳＰＥＲ　
ＢＹＫシリーズの１０１、１０２、１０３、１０６、１０８、１０９、１１０、１１１、
１１２、１１６、１３０、１４０、１４２、１４５、１６１、１６２、１６３、１６４、
１６６、１６７、１６８、１７０、１７１、１７４、１８０、１８２、１８３、１８４、
１８５、２０００、２００１、２０２０、２０５０、２０７０、２０９６、２１５０、チ
バ・スペシャルティ・ケミカルズ社より市販されているＥＦＫＡシリーズの４００８、４
００９、４０１０、４０１５、４０２０、４０４６、４０４７、４０５０、４０５５、４
０６０、４０８０、４３００、４３３０、４３４０、４４００、４４０１、４４０２、４
４０３、４４０６、４８００、５０１０、５０４４、５０５４、５０５５、５０６３、５
０６４、５０６５、５０６６、５０７０、５２４４、ルーブリゾール社より市販されてい
るＳｏｌｓｐｅｒｓｅシリーズの３０００、１１２００、１３２４０、１３６５０、１３
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９４０、１６０００、１７０００、１８０００、２００００、２１０００、２４０００Ｓ
Ｃ、２４０００ＧＲ、２６０００、２８０００、３１８４５、３２０００、３２５００、
３２５５０、３２６００、３３０００、３４７５０、３５１００、３５２００、３６００
０、３６６００、３７５００、３８５００、３９０００、５３０９５、５４０００、５５
０００、５６０００、７１０００、楠本化成（株）より市販されているＤＩＳＰＡＲＬＯ
Ｎシリーズの１２１０、１２２０、１８３１、１８５０、１８６０、２１００、２１５０
、２２００、７００４、ＫＳ－２６０、ＫＳ－２７３Ｎ、ＫＳ－８６０、ＫＳ－８７３Ｎ
、ＰＷ－３６、ＤＮ－９００、ＤＡ－２３４、ＤＡ－３２５、ＤＡ－３７５、ＤＡ－５５
０、ＤＡ－１２００、ＤＡ－１４０１、ＤＡ－７３０１、味の素ファインテクノ（株）よ
り市販されているアジスパーシリーズのＰＢ－７１１、ＰＢ－８２１、ＰＢ－８２２、Ｐ
Ｎ－４１１、ＰＡ－１１１、エアープロダクツ社より市販されているサーフィノールシリ
ーズの１０４Ａ、１０４Ｃ、１０４Ｅ、１０４Ｈ、１０４Ｓ、１０４ＢＣ、１０４ＤＰＭ
、１０４ＰＡ、１０４ＰＧ－５０、４２０、４４０、ＤＦ１１０Ｄ、ＤＦ１１０Ｌ、ＤＦ
３７、ＤＦ５８、ＤＦ７５、ＤＦ２１０、ＣＴ１１１、ＣＴ１２１、ＣＴ１３１、ＣＴ１
３６、ＧＡ、ＴＧ、ＴＧＥ、日信化学工業（株）より市販されているオルフィンシリーズ
のＳＴＧ、Ｅ１００４、サンノプコ（株）製ＳＮスパースシリーズの７０、２１２０、２
１９０、（株）ＡＤＥＫＡより市販されているアデカコール及びアデカトールシリーズ、
三洋化成工業（株）より市販されているサンノニックシリーズ、ナロアクティーＣＬシリ
ーズ、エマルミンシリーズ、ニューポールＰＥシリーズ、イオネットＭシリーズ、イオネ
ットＤシリーズ、イオネットＳシリーズ、イオネットＴシリーズ、サンセパラー１００が
挙げられる。
【００２３】
　高分子分散剤は、顔料分散液への添加濃度としては特に限定されるものではなく、使用
する分散剤の化学構造や顔料濃度を考慮して決定することが好ましい。
　本発明のインク組成物中における高分子分散剤の含有量としては、顔料の分散性の観点
と遊離分散剤濃度を下げるというから、インク組成物中のイソインドリン系顔料の総重量
に対して、１重量％以上５０重量％以下であることが好ましく、２重量％以上３０重量％
以下であることがより好ましく、５重量％以上２０重量％以下であることが特に好ましい
。
【００２４】
（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩
　本発明のインク組成物は、（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルア
ンモニウム塩（以下、「特定分散助剤」ともいう。）を含有する。
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩は、１種単独で含有
していても、２種以上を含有していてもよい。
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩におけるジスアゾ系
イエロー着色剤としては、例えば、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２、Ｃ．
Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１４、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１
７、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　８１、及び、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙ
ｅｌｌｏｗ　８３等が例示できる。
【００２５】
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩におけるスルホナト
基（－ＳＯ3

-）の置換位置は、特に制限はなく、任意の位置に置換していればよいが、芳
香環上であることが好ましい。すなわち、ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアル
キルアンモニウム塩は、芳香環上にスルホナト基を有する化合物であることが好ましい。
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩におけるアンモニウ
ム基の窒素原子上の４つの基としては、それぞれ独立に、水素原子、又は、炭素数１～３
０のアルキル基であることが好ましく、炭素数１～３０のアルキル基であることがより好
ましい。ただし、窒素原子上の４つの基の少なくとも１つはアルキル基であり、窒素原子
上の４つの基の少なくとも１つは炭素数１～３０のアルキル基であることが好ましい。
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　また、窒素原子上の４つの基のうちの２つ以上の基が結合して、環構造を形成していて
もよい。
　また、ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩に２以上のア
ンモニウム基を有する場合は、それぞれ同じであっても、異なっていてもよい。
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩におけるアンモニウ
ム基としては、テトラアンモニウム基であることが好ましく、２つの炭素数１０～３０の
アルキル基及び２つの炭素数１～３のアルキル基を２つ有するアンモニウム基であること
がより好ましい。
【００２６】
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩としては、Ｃ．Ｉ．
Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩であること
が好ましく、下記式（１）で表される化合物であることがより好ましい。
【００２７】
【化３】

　（式（１）中、Ｘ及びＹはそれぞれ独立に、下記式（２）で表される基を表し、ｍ及び
ｎはそれぞれ、０．２＜ｍ＋ｎ＜１．５を満たし、かつ、０以上の数を表す。）
【００２８】

【化４】

　（式（２）中、Ｒ1～Ｒ4はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～３０のアルキル基
を表し、Ｒ1～Ｒ4のうちの少なくとも１つは炭素数１～３０のアルキル基である。）
【００２９】
　式（１）におけるｍ及びｎはそれぞれ、０．２＜ｍ＋ｎ＜１．５を満たし、かつ、０以
上の数を表す。また、ｍ及びｎはそれぞれ、正の数であることが好ましい。
　式（１）におけるＸ及びＹはそれぞれ独立に、前記式（２）で表される基を表す。
　式（２）におけるＲ1～Ｒ4はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～３０のアルキル
基を表し、Ｒ1～Ｒ4のうちの少なくとも１つは炭素数１～３０のアルキル基である。
　また、式（２）において、Ｒ1～Ｒ4はそれぞれ独立に、炭素数１～３０のアルキル基で
あることが好ましく、Ｒ1及びＲ2がそれぞれ独立に、炭素数１０～３０のアルキル基であ
り、かつ、Ｒ3及びＲ4がそれぞれ独立に、炭素数１～３のアルキル基であることがより好
ましい。
　また、ｍとｎとの和であるｍ＋ｎは、０．２＜ｍ＋ｎ＜１．５であり、０．５＜ｍ＋ｎ
＜１．４であることが好ましく、０．７＜ｍ＋ｎ＜１．２であることがより好ましい。な
お、ｍ＋ｎ＝０．５である場合とは、ジスアゾ系イエロー着色剤とジスアゾ系イエロー着
色剤のスルホ化体（モノスルホ化体、ジスルホ化体等を含む）との混合物であり、平均し
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とを表す。
【００３０】
　本発明のインク組成物は、（ｃ－１）ジスアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ化体のモ
ノアルキルアンモニウム塩、（ｃ－２）ジスアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ化体のモ
ノアルキルアンモニウム塩及びジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ化体のジアルキルア
ンモニウム塩、（ｃ－３）ジスアゾ系イエロー着色剤及びジスアゾ系イエロー着色剤のモ
ノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩、（ｃ－４）ジスアゾ系イエロー着色剤、ジ
スアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩及びジスアゾ系
イエロー着色剤のジスルホ化体のジアルキルアンモニウム塩、又は、（ｃ－５）ジスアゾ
系イエロー着色剤及びジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ化体のジアルキルアンモニウ
ム塩を含有していることが好ましく、（ｃ－１）ジスアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ
化体のモノアルキルアンモニウム塩、（ｃ－２）ジスアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ
化体のモノアルキルアンモニウム塩及びジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ化体のジア
ルキルアンモニウム塩、（ｃ－３）ジスアゾ系イエロー着色剤及びジスアゾ系イエロー着
色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩、又は、（ｃ－４）ジスアゾ系イエ
ロー着色剤、ジスアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩
及びジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ化体のジアルキルアンモニウム塩を含有してい
ることがより好ましい。
　また、インク組成物中に含有することができるジスアゾ系イエロー着色剤、ジスアゾ系
イエロー着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩及びジスアゾ系イエロー
着色剤のジスルホ化体のジアルキルアンモニウム塩は、同種のジスアゾ系イエロー着色剤
及びそのスルホ化体のアルキルアンモニウム塩であることが好ましい。
【００３１】
　また、前記ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩の－ＳＯ

3
-の量が、インク組成物中におけるジスアゾ系イエロー着色剤及び前記ジスアゾ系イエロ

ー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩の総量に対し、１分子あたり平均０．２
～２．０個であることが好ましく、平均０．２個を越え１．５個未満であることがより好
ましく、平均０．５個を越え１．４個未満であることが更に好ましく、平均０．７個を越
え１．２個未満であることが特に好ましい。
【００３２】
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩
の具体例としては、下記の化合物が例示できる。
【００３３】
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【化５】

【００３４】
　本発明のインク組成物中におけるジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルア
ンモニウム塩の含有量としては、インク組成物中のイソインドリン系顔料の総重量に対し
て、０．１重量％以上１００重量％以下であることが好ましく、０．５重量％以上８０重
量％以下であることがより好ましく、２重量％以上５０重量％以下であることが特に好ま
しい。
【００３５】
（Ｄ）重合性化合物
　本発明のインク組成物は、（Ｄ）重合性化合物を含有する。
　本発明に用いることができる重合性化合物は、硬化性及び定着性に優れる観点から、ラ
ジカル重合性化合物、又は、カチオン重合性化合物を用いることが好ましい。
　本発明のインク組成物中における重合性化合物の含有量は、画像定着性の観点から、イ
ンク組成物の総重量に対して、４０重量％以上９８重量％以下であることが好ましく、５
０重量％以上９５重量％以下であることがより好ましく、６０重量％以上９０重量％以下
であることが特に好ましい。
【００３６】
＜ラジカル重合性化合物＞
　本発明におけるラジカル重合性化合物としては、活性放射線や熱などによるエネルギー
付与によりラジカル重合反応を生起し、硬化する化合物であれば特に制限はなく、モノマ
ー、オリゴマー、ポリマーの種を問わず使用することができるが、特に、後述するラジカ
ル重合開始剤から発生する開始種により重合反応を生起する、光ラジカル重合性モノマー
として知られる各種公知のラジカル重合性のモノマーを使用することができる。また、ラ
ジカル重合性化合物は単官能化合物であっても、多官能化合物であってもよい。
【００３７】
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　ラジカル重合性化合物としては、（メタ）アクリレート類、（メタ）アクリルアミド類
、芳香族ビニル類、等が挙げられる。なお、「アクリレート」、「メタクリレート」の双
方あるいはいずれかを指す場合「（メタ）アクリレート」と、「アクリル」、「メタクリ
ル」の双方あるいはいずれかを指す場合「（メタ）アクリル」と、それぞれ記載すること
がある。
【００３８】
　ラジカル重合性化合物は、１種のみを用いても、２種以上を併用してもよい。
　ラジカル重合性化合物としては、硬化性、粘度の点から、（メタ）アクリレート類であ
ることが好ましい。特に、粘度の点から、単官能（メタ）アクリレート及び二官能（メタ
）アクリレートから選択される少なくとも１種であることがより好ましい。
【００３９】
　以下、本発明に用いることができるラジカル重合性化合物について詳細に説明する。
　本発明に用いることができる（メタ）アクリレートとしては、例えば、以下のものが挙
げられる。
　単官能（メタ）アクリレートとしては、ヘキシル基（メタ）アクリレート、２－エチル
ヘキシル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－オクチル（メタ）アクリレート、イソアミル
（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート
、ステアリル（メタ）アクリレート、イソステアリル（メタ）アクリレート、シクロヘキ
シル（メタ）アクリレート、４－ｎ－ブチルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、ボル
ニル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アク
リレート、２－エチヘキシルジグリコール（メタ）アクリレート、ブトキシエチル（メタ
）アクリレート、２－クロロエチル（メタ）アクリレート、４－ブロモブチル（メタ）ア
クリレート、シアノエチル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、ブト
シキメチル（メタ）アクリレート、３－メトキシブチル（メタ）アクリレート、アルコキ
シメチル（メタ）アクリレート、アルコキシエチル（メタ）アクリレート、２－（２－メ
トキシエトキシ）エチル（メタ）アクリレート、２－（２－ブトキシエトキシ）エチル（
メタ）アクリレート、２，２，２－テトラフルオロエチル（メタ）アクリレート、１Ｈ，
１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ－パーフルオロデシル（メタ）アクリレート、４－ブチルフェニル（メ
タ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、２，４，５－テトラメチルフェニル
（メタ）アクリレート、４－クロロフェニル（メタ）アクリレート、フェノキシメチル（
メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アク
リレート、グリシジロキシブチル（メタ）アクリレート、グリシジロキシエチル（メタ）
アクリレート、グリシジロキシプロピル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル
（メタ）アクリレート、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチ
ル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、
【００４０】
　２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリ
レート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）
アクリレート、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノエチル（メ
タ）アクリレート、ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノプロ
ピル（メタ）アクリレート、トリメトキシシリルプロピル（メタ）アクリレート、トリメ
チルシリルプロピル（メタ）アクリレート、ポリエチレンオキシドモノメチルエーテル（
メタ）アクリレート、オリゴエチレンオキシドモノメチルエーテル（メタ）アクリレート
、ポリエチレンオキシド（メタ）アクリレート、オリゴエチレンオキシド（メタ）アクリ
レート、オリゴエチレンオキシドモノアルキルエーテル（メタ）アクリレート、ポリエチ
レンオキシドモノアルキルエーテル（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコール（メ
タ）アクリレート、ポリプロピレンオキシドモノアルキルエーテル（メタ）アクリレート
、オリゴプロピレンオキシドモノアルキルエーテル（メタ）アクリレート、２－メタクリ
ロイロキシチルコハク酸、２－メタクリロイロキシヘキサヒドロフタル酸、２－メタクリ
ロイロキシエチル－２－ヒドロキシプロピルフタレート、ブトキシジエチレングリコール
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（メタ）アクリレート、トリフロオロエチル（メタ）アクリレート、パーフロオロオクチ
ルエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アク
リレート、エチレンオキサイド（ＥＯ）変性フェノール（メタ）アクリレート、ＥＯ変性
クレゾール（メタ）アクリレート、ＥＯ変性ノニルフェノール（メタ）アクリレート、Ｐ
Ｏ変性ノニルフェノール（メタ）アクリレート、ＥＯ変性２－エチルヘキシル（メタ）ア
クリレートが挙げられる。
【００４１】
　二官能の（メタ）アクリレートの具体例として、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）
アクリレート、１，１０－デカンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコ
ールジ（メタ）アクリレート、２，４－ジメチル－１，５－ペンタンジオールジ（メタ）
アクリレート、ブチルエチルプロパンジオール（メタ）アクリレート、エトキシ化シクロ
ヘキサンメタノールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングルコールジ（メタ）アクリ
レート、オリゴエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、２－エチル－２－ブチル－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、
ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ＥＯ変性ビスフ
ェノールＡジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＦポリエトキシジ（メタ）アクリレ
ート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、オリゴプロピレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、２－エチル
－２－ブチルプロパンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジ（メタ）アク
リレート、プロポキシ化エトキシ化ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、トリシク
ロデカンジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００４２】
　三官能の（メタ）アクリレートの具体例として、トリメチロールプロパントリ（メタ）
アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパ
ンのアルキレンオキサイド変性トリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（
メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパントリ（（メタ）アクリロイルオキシプロピル）エーテル、イソシアヌル酸アル
キレンオキサイド変性トリ（メタ）アクリレート、プロピオン酸ジペンタエリスリトール
トリ（メタ）アクリレート、トリ（（メタ）アクリロイルオキシエチル）イソシアヌレー
ト、ヒドロキシピバルアルデヒド変性ジメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、
ソルビトールトリ（メタ）アクリレート、プロポキシ化トリメチロールプロパントリ（メ
タ）アクリレート、エトキシ化グリセリントリアクリレート等を挙げることができる。
　四官能の（メタ）アクリレートの具体例として、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）
アクリレート、ソルビトールテトラ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテ
トラ（メタ）アクリレート、プロピオン酸ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリ
レート、エトキシ化ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート等を挙げることが
できる。
　五官能の（メタ）アクリレートの具体例として、ソルビトールペンタ（メタ）アクリレ
ート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレートを挙げることができる。
　六官能の（メタ）アクリレートの具体例として、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ
）アクリレート、ソルビトールヘキサ（メタ）アクリレート、フォスファゼンのアルキレ
ンオキサイド変性ヘキサ（メタ）アクリレート、カプトラクトン変性ジペンタエリスリト
ールヘキサ（メタ）アクリレート等を挙げることができる。
【００４３】
　本発明に用いることができる（メタ）アクリルアミド類の例としては、（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ
－プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｔ－
ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソ
プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、（メタ）ア



(13) JP 5350827 B2 2013.11.27

10

20

30

40

50

クリロイルモルフォリンが挙げられる。
【００４４】
　本発明に用いることができる芳香族ビニル類の具体例としては、スチレン、メチルスチ
レン、ジメチルスチレン、トリメチルスチレン、エチルスチレン、イソプロピルスチレン
、クロロメチルスチレン、メトキシスチレン、アセトキシスチレン、クロロスチレン、ジ
クロロスチレン、ブロモスチレン、ビニル安息香酸メチルエステル、３－メチルスチレン
、４－メチルスチレン、３－エチルスチレン、４－エチルスチレン、３－プロピルスチレ
ン、４－プロピルスチレン、３－ブチルスチレン、４－ブチルスチレン、３－ヘキシルス
チレン、４－ヘキシルスチレン、３－オクチルスチレン、４－オクチルスチレン、３－（
２－エチルヘキシル）スチレン、４－（２－エチルヘキシル）スチレン、アリルスチレン
、イソプロペニルスチレン、ブテニルスチレン、オクテニルスチレン、４－ｔ－ブトキシ
カルボニルスチレン、４－メトキシスチレン、４－ｔ－ブトキシスチレン等が挙げられる
。
【００４５】
　さらに、本発明に用いることができるラジカル重合性モノマーとしては、ビニルエステ
ル類（酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、バーサチック酸ビニルなど）、アリルエステル
類（酢酸アリルなど）、ハロゲン原子含有単量体（塩化ビニリデン、塩化ビニルなど）、
ビニルエーテル（メチルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル、ヘキシルビニルエーテ
ル、メトキシビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、メトキシエチルビニ
ルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル、クロロエチルビニルエーテルなど）、シア
ン化ビニル（（メタ）アクリロニトリルなど）、オレフィン類（エチレン、プロピレンな
ど）などが挙げられる。
【００４６】
　ラジカル重合性化合物の含有量としては、インク組成物の全重量に対し、５０～９５重
量％であることが好ましく、６０～９２重量％であることがより好ましく、７０～９０重
量％であることが更に好ましい。
【００４７】
＜カチオン重合性化合物＞
　本発明におけるカチオン重合性化合物としては、活性放射線や熱などによるエネルギー
付与によりカチオン重合反応を生起し、硬化する化合物であれば特に制限はなく、モノマ
ー、オリゴマー、ポリマーの種を問わず使用することができるが、特に、後述するカチオ
ン重合開始剤から発生する開始種により重合反応を生起する、光カチオン重合性モノマー
として知られる各種公知のカチオン重合性のモノマーを使用することができる。また、カ
チオン重合性化合物は単官能化合物であっても、多官能化合物であってもよい。
【００４８】
　本発明におけるカチオン重合性化合物としては、硬化性及び耐擦過性の観点から、オキ
セタン環含有化合物及びオキシラン環含有化合物が好ましく、オキセタン環含有化合物及
びオキシラン環含有化合物の両方を含有する態様がより好ましい。
【００４９】
　オキシラン環含有化合物（以下、「オキシラン化合物」ともいう。）とは、分子内に、
少なくとも１つのオキシラン環（オキシラニル基、エポキシ基）を含む化合物であり、具
体的にはエポキシ樹脂として通常用いられているものの中から適宜選択することができ、
例えば、従来公知の芳香族エポキシ樹脂、脂環族エポキシ樹脂、脂肪族エポキシ樹脂が挙
げられる。モノマー、オリゴマー及びポリマーのいずれであってもよい。また、オキセタ
ン環含有化合物（以下、「オキセタン化合物」ともいう。）とは、分子内に少なくとも１
つのオキセタン環（オキセタニル基）を含む化合物である。
【００５０】
　以下、本発明に用いることができるカチオン重合性化合物について詳細に説明する。
　カチオン重合性化合物としては、例えば、特開平６－９７１４号、特開２００１－３１
８９２号、同２００１－４００６号８、同２００１－５５５０７号、同２００１－３１０
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９３８号、同２００１－３１０９３７号、同２００１－２２０５２６号などの各公報に記
載されているエポキシ化合物、ビニルエーテル化合物、オキセタン化合物などが挙げられ
る。
【００５１】
　本発明に用いることができる単官能エポキシ化合物の例としては、例えば、フェニルグ
リシジルエーテル、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルグリシジルエーテル、ブチルグリシジ
ルエーテル、２－エチルヘキシルグリシジルエーテル、アリルグリシジルエーテル、１，
２－ブチレンオキサイド、１，３－ブタジエンモノオキサイド、１，２－エポキシドデカ
ン、エピクロロヒドリン、１，２－エポキシデカン、スチレンオキサイド、シクロヘキセ
ンオキサイド、３－メタクリロイルオキシメチルシクロヘキセンオキサイド、３－アクリ
ロイルオキシメチルシクロヘキセンオキサイド、３－ビニルシクロヘキセンオキサイド等
が挙げられる。
【００５２】
　また、多官能エポキシ化合物の例としては、例えば、ビスフェノールＡジグリシジルエ
ーテル、ビスフェノールＦジグリシジルエーテル、ビスフェノールＳジグリシジルエーテ
ル、臭素化ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、臭素化ビスフェノールＦジグリシジ
ルエーテル、臭素化ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、エポキシノボラック樹脂、
水添ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、水添ビスフェノールＦジグリシジルエーテ
ル、水添ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、３，４－エポキシシクロヘキシルメチ
ル－３’，４’－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、２－（３，４－エポキシシ
クロヘキシル）－７，８－エポキシ－１，３－ジオキサスピロ［５．５］ウンデカン、ビ
ス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）アジペート、ビニルシクロヘキセンオキサ
イド、４－ビニルエポキシシクロヘキサン、ビス（３，４－エポキシ－６－メチルシクロ
ヘキシルメチル）アジペート、３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキシル－３’，４
’－エポキシ－６’－メチルシクロヘキサンカルボキシレート、メチレンビス（３，４－
エポキシシクロヘキサン）、ジシクロペンタジエンジエポキサイド、エチレングリコール
のジ（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）エーテル、エチレンビス（３，４－エポ
キシシクロヘキサンカルボキシレート）、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジオクチル、エ
ポキシヘキサヒドロフタル酸ジ－２－エチルヘキシル、１，４－ブタンジオールジグリシ
ジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリントリグリシ
ジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ポリエチレングリコー
ルジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル類、１，１３
－テトラデカジエンジオキサイド、リモネンジオキサイド、１，２，７，８－ジエポキシ
オクタン、１，２，５，６－ジエポキシシクロオクタン等が挙げられる。
　これらのエポキシ化合物の中でも、芳香族エポキシド及び脂環式エポキシドが、硬化速
度に優れるという観点から好ましく、特に脂環式エポキシドが好ましい。
【００５３】
　本発明に用いることができる単官能ビニルエーテルの例としては、例えば、メチルビニ
ルエーテル、エチルビニルエーテル、プロピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテ
ル、ｔ－ブチルビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、ｎ－ノニルビニル
エーテル、ラウリルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル、シクロヘキシルメ
チルビニルエーテル、４－メチルシクロヘキシルメチルビニルエーテル、ベンジルビニル
エーテル、ジシクロペンテニルビニルエーテル、２－ジシクロペンテノキシエチルビニル
エーテル、メトキシエチルビニルエーテル、エトキシエチルビニルエーテル、ブトキシエ
チルビニルエーテル、メトキシエトキシエチルビニルエーテル、エトキシエトキシエチル
ビニルエーテル、メトキシポリエチレングリコールビニルエーテル、テトラヒドロフルフ
リルビニルエーテル、２－ヒドロキシエチルビニルエーテル、２－ヒドロキシプロピルビ
ニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、４－ヒドロキシメチルシクロヘキ
シルメチルビニルエーテル、ジエチレングリコールモノビニルエーテル、ポリエチレング
リコールビニルエーテル、クロロエチルビニルエーテル、クロロブチルビニルエーテル、
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クロロエトキシエチルビニルエーテル、フェニルエチルビニルエーテル、フェノキシポリ
エチレングリコールビニルエーテル等が挙げられる。
【００５４】
　また、多官能ビニルエーテルの例としては、例えば、エチレングリコールジビニルエー
テル、ジエチレングリコールジビニルエーテル、ポリエチレングリコールジビニルエーテ
ル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ブチレングリコールジビニルエーテル、ヘ
キサンジオールジビニルエーテル、ビスフェノールＡアルキレンオキサイドジビニルエー
テル、ビスフェノールＦアルキレンオキサイドジビニルエーテルなどのジビニルエーテル
類；トリメチロールエタントリビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエー
テル、ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、グリセリントリビニルエーテル
、ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、ジペンタエリスリトールペンタビニルエ
ーテル、ジペンタエリスリトールヘキサビニルエーテル、エチレンオキサイド付加トリメ
チロールプロパントリビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加トリメチロールプロパ
ントリビニルエーテル、エチレンオキサイド付加ジトリメチロールプロパンテトラビニル
エーテル、プロピレンオキサイド付加ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、
エチレンオキサイド付加ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、プロピレンオキサ
イド付加ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、エチレンオキサイド付加ジペンタ
エリスリトールヘキサビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加ジペンタエリスリトー
ルヘキサビニルエーテルなどの多官能ビニルエーテル類等が挙げられる。
　ビニルエーテル化合物としては、ジ又はトリビニルエーテル化合物が、硬化性、被記録
媒体との密着性、形成された画像の表面硬度などの観点から好ましく、ジビニルエーテル
化合物が特に好ましい。
【００５５】
　オキセタン化合物としては、特開２００１－２２０５２６号、同２００１－３１０９３
７号、同２００３－３４１２１７号の各公報に記載されるような、公知のオキセタン化合
物を任意に選択して使用できる。
【００５６】
　本発明に用いることができるオキセタン化合物としては、その構造内にオキセタン環を
１～４個有する化合物が好ましい。このような化合物を使用することで、インクジェット
記録用液体の粘度をハンドリング性の良好な範囲に維持することが容易となり、また、硬
化後のインク組成物の被記録媒体との高い密着性を得ることができる。
【００５７】
　本発明で用いることができる単官能オキセタン化合物の例としては、例えば、３－エチ
ル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、３－（メタ）アリルオキシメチル－３－エチルオ
キセタン、（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチルベンゼン、４－フルオロ－
［１－（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル［ベンゼン、４－メトキシ－［
１－（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、［１－（３－エチル
－３－オキセタニルメトキシ）エチル］フェニルエーテル、イソブトキシメチル（３－エ
チル－３－オキセタニルメチル）エーテル、イソボルニルオキシエチル（３－エチル－３
－オキセタニルメチル）エーテル、イソボルニル（３－エチル－３－オキセタニルメチル
）エーテル、２－エチルヘキシル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、エ
チルジエチレングリコール（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジシクロ
ペンタジエン（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジシクロペンテニルオ
キシエチル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジシクロペンテニル（３
－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、テトラヒドロフルフリル（３－エチル－
３－オキセタニルメチル）エーテル、テトラブロモフェニル（３－エチル－３－オキセタ
ニルメチル）エーテル、２－テトラブロモフェノキシエチル（３－エチル－３－オキセタ
ニルメチル）エーテル、トリブロモフェニル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エ
ーテル、２－トリブロモフェノキシエチル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エー
テル、２－ヒドロキシエチル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、２－ヒ
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ドロキシプロピル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ブトキシエチル（
３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ペンタクロロフェニル（３－エチル－
３－オキセタニルメチル）エーテル、ペンタブロモフェニル（３－エチル－３－オキセタ
ニルメチル）エーテル、ボルニル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル等が
挙げられる。
【００５８】
　多官能オキセタン化合物の例としては、例えば、３，７－ビス（３－オキセタニル）－
５－オキサ－ノナン、３，３’－（１，３－（２－メチレニル）プロパンジイルビス（オ
キシメチレン））ビス－（３－エチルオキセタン）、１，４－ビス［（３－エチル－３－
オキセタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、１，２－ビス［（３－エチル－３－オキセタ
ニルメトキシ）メチル］エタン、１，３－ビス［（３－エチル－３－オキセタニルメトキ
シ）メチル］プロパン、エチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル
）エーテル、ジシクロペンテニルビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル
、トリエチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、テト
ラエチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、トリシク
ロデカンジイルジメチレン（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、トリメチ
ロールプロパントリス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、１，４－ビス
（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）ブタン、１，６－ビス（３－エチル－３－オ
キセタニルメトキシ）ヘキサン、ペンタエリスリトールトリス（３－エチル－３－オキセ
タニルメチル）エーテル、ペンタエリスリトールテトラキス（３－エチル－３－オキセタ
ニルメチル）エーテル、ポリエチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニルメ
チル）エーテル、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－エチル－３－オキセタニルメ
チル）エーテル、ジペンタエリスリトールペンタキス（３－エチル－３－オキセタニルメ
チル）エーテル、ジペンタエリスリトールテトラキス（３－エチル－３－オキセタニルメ
チル）エーテル、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－エチル－
３－オキセタニルメチル）エーテル、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールペンタ
キス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジトリメチロールプロパンテト
ラキス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ＥＯ変性ビスフェノールＡビ
ス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、プロピレンオキサイド（ＰＯ）変
性ビスフェノールＡビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ＥＯ変性水
添ビスフェノールＡビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ＰＯ変性水
添ビスフェノールＡビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ＥＯ変性ビ
スフェノールＦ（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル等の多官能オキセタン
が挙げられる。
【００５９】
　このようなオキセタン化合物については、前記特開２００３－３４１２１７号公報、段
落００２１～００８４に詳細に記載され、ここに記載の化合物は本発明にも好適に使用し
得る。
　本発明で使用するオキセタン化合物の中でも、インクジェット記録用液体の粘度と粘着
性の観点から、オキセタン環を１～２個有する化合物を使用することが好ましい。
【００６０】
　カチオン重合性化合物は、１種のみを用いても、２種以上を併用してもよい。
　カチオン重合性化合物の含有量としては、インク組成物の全重量に対し、５０～９５重
量％であることが好ましく、６０～９２重量％であることがより好ましく、７０～９０重
量％であることが更に好ましい。
【００６１】
（Ｅ）重合開始剤
　本発明のインク組成物は、（Ｅ）重合開始剤（以下、単に「開始剤」ともいう。）を含
有する。
　本発明に用いることができる重合開始剤は、硬化性及び定着性に優れる観点から、ラジ
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カル重合開始剤、又は、カチオン重合開始剤を用いることが好ましく、ラジカル光重合開
始剤、又は、カチオン光重合開始剤を用いることがより好ましい。
【００６２】
＜ラジカル重合開始剤、カチオン重合開始剤＞
　本発明のインク組成物においては、ラジカル重合性化合物を含有する場合は、ラジカル
重合性開始剤を含有し、カチオン重合性化合物を含有する場合は、カチオン重合開始剤を
含有することが好ましい。
　本発明におけるカチオン重合開始剤又はラジカル重合開始剤としては、光重合開始剤で
あることが特に好ましい。
【００６３】
　本発明におけるカチオン重合開始剤又はラジカル重合開始剤は、光の作用、又は、増感
色素の電子励起状態との相互作用を経て、化学変化を生じ、ラジカル、酸、又は塩基を生
成する化合物であり、中でも、露光という簡便な手段で重合開始させることができるとい
う観点から前記光ラジカル発生剤、又は、光酸発生剤であることが好ましい。
【００６４】
　本発明においては、以下に詳述する重合開始剤の中から、併用されるカチオン重合性化
合物又はラジカル重合性化合物との関係等を考慮して、カチオン重合開始剤又はラジカル
重合開始剤を適宜選択して使用することができる。
【００６５】
　光重合開始剤としては、照射される活性光線、例えば、４００～２００ｎｍの紫外線、
遠紫外線、ｇ線、ｈ線、ｉ線、ＫｒＦエキシマレーザー光、ＡｒＦエキシマレーザー光、
電子線、Ｘ線、分子線又はイオンビームなどに感度を有するものを適宜選択して使用する
ことができる。
【００６６】
　具体的な光重合開始剤は当業者間で公知のものを制限なく使用でき、具体的には、例え
ば、Ｂｒｕｃｅ　Ｍ．　Ｍｏｎｒｏｅら著、Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｒｅｖｉｅｗｓ，９３，
４３５（１９９３）．や、Ｒ．Ｓ．Ｄａｖｉｄｓｏｎ著、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｏ
ｔｏｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ａｎｄ　ｂｉｏｌｏｇｙ　Ａ　：Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，７３．
８１（１９９３）．や、Ｊ．Ｐ．Ｆａｕｓｓｉｅｒ“Ｐｈｏｔｏｉｎｉｔｉａｔｅｄ　Ｐ
ｏｌｙｍｅｒｉｚａｔｉｏｎ－Ｔｈｅｏｒｙ　ａｎｄ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ”：Ｒ
ａｐｒａ　Ｒｅｖｉｅｗ　ｖｏｌ．９，Ｒｅｐｏｒｔ，Ｒａｐｒａ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｙ（１９９８）．や、Ｍ．Ｔｓｕｎｏｏｋａ　ｅｔ　ａｌ．，Ｐｒｏｇ．Ｐｏｌｙｍ．Ｓ
ｃｉ．，２１，１（１９９６）．に多く記載されている。
　また、（有機エレクトロニクス材料研究会編、「イメージング用有機材料」、ぶんしん
出版（１９９３年）、１８７～１９２ページ参照）に化学増幅型フォトレジストや光カチ
オン重合に利用される化合物が多く記載されている。さらには、Ｆ．Ｄ．Ｓａｅｖａ，Ｔ
ｏｐｉｃｓ　ｉｎ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，１５６，５９（１９９０）．
、Ｇ．Ｇ．Ｍａｓｌａｋ，Ｔｏｐｉｃｓ　ｉｎ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，
１６８，１（１９９３）、Ｈ．Ｂ．Ｓｈｕｓｔｅｒ　ｅｔ　ａｌ．，Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ
．Ｓｏｃ．，１１２，６３２９（１９９０）、Ｉ．Ｄ．Ｆ．Ｅａｔｏｎ　ｅｔ　ａｌ．，
Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１０２，３２９８（１９８０）等に記載されているよう
な、増感剤の電子励起状態との相互作用を経て、酸化的又は還元的に結合解裂を生じる化
合物群も知られる。
【００６７】
　好ましい光重合開始剤としては（ａ）芳香族ケトン類、（ｂ）芳香族オニウム塩、（ｃ
）有機過酸化物、（ｄ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物、（ｅ）ケトオキシムエス
テル化合物、（ｆ）ボレート化合物、（ｇ）アジニウム化合物、（ｈ）メタロセン化合物
、（ｉ）活性エステル化合物、（ｊ）炭素ハロゲン結合を有する化合物等が挙げられる。
【００６８】
　（ａ）芳香族ケトン類の好ましい例としては、「ＲＡＤＩＡＴＩＯＮ　ＣＵＲＩＮＧ　
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ＩＮ　ＰＯＬＹＭＥＲ　ＳＣＩＥＮＣＥ　ＡＮＤ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ」Ｊ．Ｐ．ＦＯ
ＵＡＳＳＩＥＲ　Ｊ．Ｆ．ＲＡＢＥＫ　（１９９３）、ｐ７７～１１７記載のベンゾフェ
ノン骨格或いはチオキサントン骨格を有する化合物等が挙げられる。より好ましい（ａ）
芳香族ケトン類の例としては、特公昭４７－６４１６号公報記載のα－チオベンゾフェノ
ン化合物、特公昭４７－３９８１号公報記載のベンゾインエーテル化合物、特公昭４７－
２２３２６号公報記載のα－置換ベンゾイン化合物、特公昭４７－２３６６４号公報記載
のベンゾイン誘導体、特開昭５７－３０７０４号公報記載のアロイルホスホン酸エステル
、特公昭６０－２６４８３号公報記載のジアルコキシベンゾフェノン、特公昭６０－２６
４０３号公報、特開昭６２－８１３４５号公報記載のベンゾインエーテル類、特公平１－
３４２４２号公報、米国特許第４，３１８，７９１号、ヨーロッパ特許０２８４５６１Ａ
１号記載のα－アミノベンゾフェノン類、特開平２－２１１４５２号公報記載のｐ－ジ（
ジメチルアミノベンゾイル）ベンゼン、特開昭６１－１９４０６２号公報記載のチオ置換
芳香族ケトン、特公平２－９５９７号公報記載のアシルホスフィンスルフィド、特公平２
－９５９６号公報記載のアシルホスフィン、特公昭６３－６１９５０号公報記載のチオキ
サントン類、特公昭５９－４２８６４号公報記載のクマリン類等を挙げることができる。
【００６９】
　（ｂ）芳香族オニウム塩としては、周期律表の第Ｖ、ＶＩ及びＶＩＩ族の元素、具体的
にはＮ、Ｐ、Ａｓ、Ｓｂ、Ｂｉ、Ｏ、Ｓ、Ｓｅ、Ｔｅ、又はＩの芳香族オニウム塩が含ま
れる。例えば、欧州特許１０４１４３号明細書、米国特許４８３７１２４号明細書、特開
平２－１５０８４８号公報、特開平２－９６５１４号公報に記載されるヨードニウム塩類
、欧州特許３７０６９３号、同２３３５６７号、同２９７４４３号、同２９７４４２号、
同２７９２１０号、及び同４２２５７０号各明細書、米国特許３９０２１４４号、同４９
３３３７７号、同４７６００１３号、同４７３４４４４号、及び同２８３３８２７号各明
細書に記載されるスルホニウム塩類、ジアゾニウム塩類（置換基を有してもよいベンゼン
ジアゾニウム等）、ジアゾニウム塩樹脂類（ジアゾジフェニルアミンのホルムアルデヒド
樹脂等）、Ｎ－アルコキシピリジニウム塩類等（例えば、米国特許４，７４３，５２８号
明細書、特開昭６３－１３８３４５号、特開昭６３－１４２３４５号、特開昭６３－１４
２３４６号、及び特公昭４６－４２３６３号各公報等に記載されるもので、具体的には１
－メトキシ－４－フェニルピリジニウム　テトラフルオロボレート等）、さらには特公昭
５２－１４７２７７号、同５２－１４２７８号、及び同５２－１４２７９号各公報記載の
化合物が好適に使用される。活性種としてラジカルや酸を生成する。
【００７０】
　（ｃ）有機過酸化物としては分子中に酸素－酸素結合を１個以上有する有機化合物のほ
とんど全てが含まれるが、その例としては、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ブチルパ
ーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－アミルパーオ
キシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ヘキシルパーオキ
シカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－オクチルパーオキシ
カルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（クミルパーオキシカルボニ
ル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｐ－イソプロピルクミルパーオキシ
カルボニル）ベンゾフェノン、ジ－ｔ－ブチルジパーオキシイソフタレートなどの過酸化
エステル系が好ましい。
【００７１】
　（ｄ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物としては、特公昭４５－３７３７７号公報
、特公昭４４－８６５１６号公報記載のロフィンダイマー類、例えば２，２’－ビス（ｏ
－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２'－
ビス（ｏ－ブロモフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２
，２’－ビス（ｏ，ｐ－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイ
ミダゾール、２，２'－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ（ｍ
－メトキシフェニル）ビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ，ｏ’－ジクロロフェニル）
－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ニトロフ
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ェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－
メチルフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビ
ス（ｏ－トリフルオロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール
等が挙げられる。
【００７２】
　（ｅ）ケトオキシムエステル化合物としては３－ベンゾイロキシイミノブタン－２－オ
ン、３－アセトキシイミノブタン－２－オン、３－プロピオニルオキシイミノブタン－２
－オン、２－アセトキシイミノペンタン－３－オン、２－アセトキシイミノ－１－フェニ
ルプロパン－１－オン、２－ベンゾイロキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン、
３－ｐ－トルエンスルホニルオキシイミノブタン－２－オン、２－エトキシカルボニルオ
キシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン等が挙げられる。
【００７３】
　本発明における光重合開始剤の他の例である（ｆ）ボレート化合物の例としては米国特
許３，５６７，４５３号、同４，３４３，８９１号、ヨーロッパ特許１０９，７７２号、
同１０９，７７３号に記載されている化合物が挙げられる。
　光重合開始剤の他の例である（ｇ）アジニウム化合物の例としては、特開昭６３－１３
８３４５号、特開昭６３－１４２３４５号、特開昭６３－１４２３４６号、特開昭６３－
１４３５３７号及び特公昭４６－４２３６３号各公報記載のＮ－Ｏ結合を有する化合物群
を挙げることができる。
【００７４】
　光重合開始剤の他の例である（ｈ）メタロセン化合物の例としては、特開昭５９－１５
２３９６号、特開昭６１－１５１１９７号、特開昭６３－４１４８４号、特開平２－２４
９号、特開平２－４７０５号各公報記載のチタノセン化合物、及び、特開平１－３０４４
５３号、特開平１－１５２１０９号各公報記載の鉄－アレーン錯体を挙げることができる
。
　上記チタノセン化合物の具体例としては、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ジ－クロ
ライド、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－フェニル、ジ－シクロペンタジエニル
－Ｔｉ－ビス－２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペン
タジエニル－Ｔｉ－ビス－２，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル、ジ－シク
ロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，４，６－トリフルオロフェニ－１－イル、ジ－シク
ロペンタジエニル－Ｔｉ－２，６－ジフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペンタジエ
ニル－Ｔｉ－ビス－２，４－ジフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチルシクロペンタジエ
ニル－Ｔｉ－ビス－２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチル
シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル
、ジ－メチルシクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，４－ジフルオロフェニ－１－イル
、ビス（シクロペンタジエニル）－ビス（２，６－ジフルオロ－３－（ピリ－１－イル）
フェニル）チタニウム、ビス（シクロペンタジエニル）ビス〔２，６－ジフルオロ－３－
（メチルスルホンアミド）フェニル〕チタン、ビス（シクロペンタジエニル）ビス〔２，
６－ジフルオロ－３－（Ｎ－ブチルビアロイル－アミノ）フェニル〕チタン等を挙げるこ
とができる。
【００７５】
　（ｉ）活性エステル化合物の例としては、欧州特許０２９０７５０号、同０４６０８３
号、同１５６１５３号、同２７１８５１号、及び同０３８８３４３号各明細書、米国特許
３９０１７１０号、及び同４１８１５３１号各明細書、特開昭６０－１９８５３８号、及
び特開昭５３－１３３０２２号各公報に記載されるニトロベンズルエステル化合物、欧州
特許０１９９６７２号、同８４５１５号、同１９９６７２号、同０４４１１５号、及び同
０１０１１２２号各明細書、米国特許４６１８５６４号、同４３７１６０５号、及び同４
４３１７７４号各明細書、特開昭６４－１８１４３号、特開平２－２４５７５６号、及び
特開平４－３６５０４８号各公報記載のイミノスルホネート化合物、特公昭６２－６２２
３号、特公昭６３－１４３４０号、及び特開昭５９－１７４８３１号各公報に記載される
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【００７６】
　（ｊ）炭素ハロゲン結合を有する化合物の好ましい例としては、例えば、若林ら著、Ｂ
ｕｌｌ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｊａｐａｎ，４２，２９２４（１９６９）記載の化合物、英
国特許１３８８４９２号明細書記載の化合物、特開昭５３－１３３４２８号公報記載の化
合物、独国特許３３３７０２４号明細書記載の化合物等を挙げることができる。
【００７７】
　また、Ｆ．Ｃ．Ｓｃｈａｅｆｅｒ等によるＪ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．２９、１５２７（１
９６４）記載の化合物、特開昭６２－５８２４１号公報記載の化合物、特開平５－２８１
７２８号公報記載の化合物等を挙げることができる。ドイツ特許第２６４１１００号に記
載されているような化合物、ドイツ特許第３３３３４５０号に記載されている化合物、ド
イツ特許第３０２１５９０号に記載の化合物群、あるいはドイツ特許第３０２１５９９号
に記載の化合物群、等を挙げることができる。
【００７８】
　上記（ａ）～（ｊ）で表される化合物の好ましい具体例としては、以下に示すものが挙
げられる。なお、下記の具体例中のＰｈはフェニル基を表し、Ａｒは任意のアリール基を
表す。
【００７９】
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【化６】

【００８０】
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【化７】

【００８１】
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【化８】

【００８２】
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【化９】

【００８３】
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【化１０】

【００８４】
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【化１１】

【００８５】
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【化１２】

【００８６】
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【化１３】

【００８７】
　カチオン重合開始剤（好ましくは光酸発生剤）としては、放射線の照射により分解して
酸を発生する、ジアゾニウム塩、ホスホニウム塩、スルホニウム塩、ヨードニウム塩など
のオニウム塩化合物、イミドスルホネート、オキシムスルホネート、ジアゾジスルホン、
ジスルホン、ｏ－ニトロベンジルスルホネート等のスルホネート化合物などを好ましく挙
げることができる。
　また、カチオン重合開始剤としては、硬化性の点から、上記した中でも、芳香族オニウ
ム塩が好ましく、ヨードニウム塩、スルホニウム塩がより好ましく、ヨードニウムのＰＦ

6塩、スルホニウム塩のＰＦ6塩が特に好ましい。
【００８８】
　ラジカル重合開始剤としては、硬化性の点から、上記した中でも、芳香族ケトン類が好
ましく、ベンゾフェノン骨格或いはチオキサントン骨格を有する化合物がより好ましく、
α－アミノベンゾフェノン化合物、アシルホスフィンスルフィド化合物が特に好ましい。
【００８９】
　また、膜内部の硬化性を更に高める観点から、本発明において、重合開始剤としては、
アシルホスフィンオキサイド化合物を含有することが好ましい。
　好ましく用いることができるアシルホスフィンオキサイド化合物は以下の通りである。
【００９０】
＜アシルホスフィンオキサイド化合物＞
　アシルホスフィンオキサイド化合物としては、下記式（２）又は下記式（３）で表され
る化合物であることが好ましい。
【００９１】
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【化１４】

【００９２】
　前記式（２）中のＲ1及びＲ2は、それぞれ独立に脂肪族基、芳香族基、脂肪族オキシ基
、芳香族オキシ基、複素環基を表し、Ｒ3は、脂肪族基、芳香族基、複素環基を表す。前
記Ｒ1とＲ2は結合して５員環乃至９員環を形成してもよい。前記環構造は、環構造中に酸
素原子、窒素原子、硫黄原子等を有する複素環であってもよい。
　前記Ｒ1、Ｒ2又はＲ3で表される脂肪族基は、例えば、アルキル基、置換アルキル基、
アルケニル基、置換アルケニル基、アルキニル基、置換アルキニル基、アラルキル基、又
は置換アラルキル基等が挙げられ、中でも、アルキル基、置換アルキル基、アルケニル基
、置換アルケニル基、アラルキル基、又は置換アラルキル基が好ましく、アルキル基、置
換アルキル基が特に好ましい。また、前記脂肪族基は、環状脂肪族基でも鎖状脂肪族基で
もよい。また、鎖状脂肪族基は分岐を有していてもよい。
　前記アルキル基としては、直鎖状、分岐状、環状のアルキル基が挙げられ、該アルキル
基の炭素原子数としては、１以上３０以下が好ましく、１以上２０以下がより好ましい。
置換アルキル基のアルキル部分の炭素原子数の好ましい範囲については、アルキル基の場
合と同様である。前記アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基
、ペンチル基、ヘキシル基、オクチル基、２－エチルヘキシル基、デシル基、ドデシル基
、オクタデシル基、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、ネオペンチル基、イソプロピ
ル基、イソブチル基等が挙げられる。
　前記置換アルキル基の置換基としては、－ＣＯＯＨ（カルボキシル基）、－ＳＯ3Ｈ（
スルホ基）、－ＣＮ（シアノ基）、ハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素
原子）、－ＯＨ（ヒドロキシ基）、炭素数３０以下のアルコキシカルボニル基（例えば、
メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、ベンジルオキシカルボニル基）、炭素数
３０以下のアルキルスルホニルアミノカルボニル基、アリールスルホニルアミノカルボニ
ル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、炭素数３０以下のアシルアミノス
ルホニル基、炭素数３０以下のアルコキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、ベンジ
ルオキシ基、フェノキシエトキシ基、フェネチルオキシ基等）、炭素数３０以下のアルキ
ルチオ基（例えば、メチルチオ基、エチルチオ基、メチルチオエチルチオエチル基等）、
炭素数３０以下のアリールオキシ基（例えば、フェノキシ基、ｐ－トリルオキシ基、１－
ナフトキシ基、２－ナフトキシ基等）、ニトロ基、アルコキシカルボニルオキシ基、アリ
ールオキシカルボニルオキシ基、炭素数３０以下のアシルオキシ基（例えば、アセチルオ
キシ基、プロピオニルオキシ基等）、炭素数３０以下のアシル基（例えば、アセチル基、
プロピオニル基、ベンゾイル基等）、カルバモイル基（例えば、カルバモイル基、Ｎ，Ｎ
－ジメチルカルバモイル基、モルホリノカルボニル基、ピペリジノカルボニル基等）、ス
ルファモイル基（例えば、スルファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルスルファモイル基、モル
ホリノスルホニル基、ピペリジノスルホニル基等）、炭素数３０以下のアリール基（例え
ば、フェニル基、４－クロロフェニル基、４－メチルフェニル基、α－ナフチル基等）、
置換アミノ基（例えば、アミノ基、アルキルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アリールア
ミノ基、ジアリールアミノ基、アシルアミノ基等）、置換ウレイド基、置換ホスホノ基、
複素環基等が挙げられる。ここで、カルボキシル基、スルホ基、ヒドロキシ基、ホスホノ
基は、塩の状態であってもよい。その際、塩を形成するカチオンは、陽イオンを形成し得
る基であり、有機カチオン性化合物、遷移金属配位錯体カチオン（特許２７９１１４３号
公報に記載の化合物等）又は金属カチオン（例えば、Ｎａ+、Ｋ+、Ｌｉ+、Ａｇ+、Ｆｅ2+

、Ｆｅ3+、Ｃｕ+、Ｃｕ2+、Ｚｎ2+、Ａｌ3+等）が好ましい。
【００９３】
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　前記アルケニル基としては、直鎖状、分岐状、環状のアルケニル基が挙げられ、該アル
ケニル基の炭素原子数としては、２以上３０以下が好ましく、２以上２０以下がより好ま
しい。また、該アルケニル基は、置換基を有する置換アルケニル基、無置換のアルケニル
基のいずれであってもよく、置換アルケニル基のアルケニル部分の炭素原子数の好ましい
範囲はアルケニル基の場合と同様である。前記置換アルケニル基の置換基としては、前記
置換アルキル基の場合と同様の置換基が挙げられる。
　前記アルキニル基としては、直鎖状、分岐状、環状のアルキニル基が挙げられ、該アル
キニル基の炭素原子数としては、２以上３０以下が好ましく、２以上２０以下がより好ま
しい。また、該アルキニル基は、置換基を有する置換アルキニル基、無置換のアルキニル
基のいずれであってもよく、置換アルキニル基のアルキニル部分の炭素原子数の好ましい
範囲はアルキニル基の場合と同様である。置換アルキニル基の置換基としては、前記置換
アルキル基の場合と同様の置換基が挙げられる。
　前記アラルキル基としては、直鎖状、分岐状、環状のアルキル側鎖を有するアラルキル
基が挙げられ、該アラルキル基の炭素原子数としては、７以上３５以下が好ましく、７以
上２５以下がより好ましい。また、該アラルキル基は、置換基を有する置換アラルキル基
、無置換のアラルキル基のいずれであってもよく、置換アラルキル基のアラルキル部分の
炭素原子数の好ましい範囲はアラルキル基の場合と同様である。置換アラルキル基の置換
基としては、前記置換アルキル基の場合と同様の置換基が挙げられる。また、アラルキル
基のアリール部分が置換基を有していてもよく、該置換基としては前記アルキル基の場合
と同様の置換基及び炭素数３０以下の直鎖状、分岐状又は環状のアルキル基が例示できる
。
【００９４】
　前記Ｒ1、Ｒ2又はＲ3で表される芳香族基としては、例えば、アリール基、置換アリー
ル基が挙げられる。アリール基の炭素原子数としては、６以上３０以下が好ましく、６以
上２０以下がより好ましい。置換アリール基のアリール部分の好ましい炭素原子数の範囲
としては、アリール基と同様である。前記アリール基としては、例えば、フェニル基、α
－ナフチル基、β－ナフチル基等が挙げられる。置換アリール基の置換基としては、前記
置換アルキル基の場合と同様の置換基及び炭素数３０以下の直鎖状、分岐状又は環状のア
ルキル基が挙げられる。
　前記Ｒ1又はＲ2で表される脂肪族オキシ基としては、炭素数１以上３０以下のアルコキ
シ基が好ましく、例えば、メトキシ基、エトキシ基、ブトキシ基、オクチルオキシ基、フ
ェノキシエトキシ基等が挙げられる。ただし、これらに限定されるものではない。
　前記Ｒ1又はＲ2で表される芳香族オキシ基としては、炭素数６以上３０以下のアリール
オキシ基が好ましく、例えば、フェノキシ基、メチルフェニルオキシ基、クロロフェニル
オキシ基、メトキシフェニルオキシ基、オクチルオキシフェニルオキシ基等が挙げられる
。ただし、これらに限定されるものではない。
　前記Ｒ1、Ｒ2又はＲ3で表される複素環基としては、Ｎ、Ｏ又はＳ原子を含む複素環基
が好ましく、例えば、ピリジル基、フリル基、チエニル基、イミダゾリル基、ピロリル基
等が挙げられる。
【００９５】
【化１５】

【００９６】
　前記式（３）中のＲ4及びＲ6は、それぞれ独立にアルキル基、アリール基、複素環基を
表し、Ｒ5は、アルキル基、アリール基、アルコキシ基、アリールオキシ基、複素環基を
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　前記Ｒ4、Ｒ5又はＲ6で表される、アルキル基、アリール基、複素環基、アルコキシ基
及びアリールオキシ基は、置換基を有していてもよく、該置換基としては、前記式（２）
における場合と同様の置換基が挙げられる。
　前記式（３）におけるアルキル基、アリール基、複素環基、アルコキシ基及びアリール
オキシ基としては、前記式（２）における場合と同義である。
【００９７】
　前記式（２）で表される化合物は、下記式（４）で表される化合物であることがより好
ましい。
【００９８】
【化１６】

【００９９】
　式（４）中、Ｒ7及びＲ8はそれぞれ独立に、フェニル基、メトキシ基、又は、イソプロ
ポキシ基を表し、Ｒ9は２，４，６－トリメチルフェニル基、２，４－ジメチルフェニル
基、２－メチルフェニル基（ｏ－トルイル基）、イソブチル基、又は、ｔ－ブチル基を表
す。
【０１００】
　前記式（３）で表される化合物は、下記式（５）で表される化合物であることがより好
ましい。
【０１０１】
【化１７】

【０１０２】
　式（５）中、Ｒ10及びＲ12はそれぞれ独立に、２，４，６－トリメチルフェニル基、２
，６－ジメチルフェニル基、又は、２，６－ジメトキシフェニル基を表し、Ｒ11はフェニ
ル基、又は、２，４，４－トリメチルペンチル基を表す。
【０１０３】
　前記式（２）又は（３）で表されるアシルホスフィンオキサイド化合物としては、例え
ば、特公昭６３－４０７９９号公報、特公平５－２９２３４号公報、特開平１０－９５７
８８号公報、特開平１０－２９９９７号公報等に記載の化合物を挙げることできる。
　具体的なアシルホスフィンオキサイド化合物の例としては、以下に示す化合物（例示化
合物（Ｐ－１）乃至（Ｐ－２６））が挙げられるが、本発明においては、これらに限定さ
れるものではない。
【０１０４】
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【化１８】

【０１０５】
【化１９】

【０１０６】
　アシルホスフィンオキサイド化合物としては、モノアシルホスフィンオキサイド化合物
及びビスアシルホスフィンオキサイド化合物等を使用することができ、モノアシルホスフ
ィンオキサイド化合物としては、公知のモノアシルホスフィンオキサイド化合物を使用す
ることができる。例えば特公昭６０－８０４７号公報、特公昭６３－４０７９９号公報に
記載のモノアシルホスフィンオキサイド化合物が挙げられる。具体例としては、イソブチ
リルメチルホスフィン酸メチルエステル、イソブチリルフェニルホスフィン酸メチルエス
テル、ピバロイルフェニルホスフィン酸メチルエステル、２－エチルヘキサノイルフェニ
ルホスフィン酸メチルエステル、ピバロイルフェニルホスフィン酸イソプロピルエステル
、ｐ－トルイルフェニルホスフィン酸メチルエステル、ｏ－トルイルフェニルホスフィン
酸メチルエステル、２，４－ジメチルベンゾイルフェニルホスフィン酸メチルエステル、
ｐ－ｔ－ブチルベンゾイルフェニルホスフィン酸イソプロピルエステル、アクリロイルフ
ェニルホスフィン酸メチルエステル、イソブチリルジフェニルホスフィンオキサイド、２
－エチルヘキサノイルジフェニルホスフィンオキサイド、ｏ－トルイルジフェニルホスフ
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ィンオキサイド、ｐ－ｔ－ブチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、３－ピリ
ジルカルボニルジフェニルホスフィンオキサイド、アクリロイルジフェニルホスフィンオ
キサイド、ベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、ピバロイルフェニルホスフィン
酸ビニルエステル、アジポイルビスジフェニルホスフィンオキサイド、ピバロイルジフェ
ニルホスフィンオキサイド、ｐ－トルイルジフェニルホスフィンオキサイド、４－（ｔ－
ブチル）ベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、２－メチルベンゾイルジフェニル
ホスフィンオキサイド、２－メチル－２－エチルヘキサノイルジフェニルホスフィンオキ
サイド、１－メチルシクロヘキサノイルジフェニルホスフィンオキサイド、ピバロイルフ
ェニルホスフィン酸メチルエステル及びピバロイルフェニルホスフィン酸イソプロピルエ
ステル等が挙げられる。
【０１０７】
　ビスアシルホスフィンオキサイド化合物としては公知のビスアシルホスフィンオキサイ
ド化合物が使用できる。例えば特開平３－１０１６８６号、特開平５－３４５７９０号、
特開平６－２９８８１８号に記載のビスアシルホスフィンオキサイド化合物が挙げられる
。具体例としては、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド
、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフィンオキサイ
ド、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－４－エトキシフェニルホスフィンオキサイド
、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－４－プロピルフェニルホスフィンオキサイド、
ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－２－ナフチルホスフィンオキサイド、ビス（２，
６－ジクロロベンゾイル）－１－ナフチルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジクロ
ロベンゾイル）－４－クロロフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジクロロベ
ンゾイル）－２，４－ジメトキシフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジクロ
ロベンゾイル）デシルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－４
－オクチルフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）
フェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，５－
ジメチルフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジクロロ－３，４，５－トリメ
トキシベンゾイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－
ジクロロ－３，４，５－トリメトキシベンゾイル）－４－エトキシフェニルホスフィンオ
キサイド、ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフィン
オキサイド、ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－４－エトキシフェニルホスフィンオ
キサイド、ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－２－ナフチルホスフィンオキサイド、
ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－４－プロピルフェニルホスフィンオキサイド、ビ
ス（２－メチル－１－ナフトイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフィンオキサイド、
ビス（２－メトキシ－１－ナフトイル）－４－エトキシフェニルホスフィンオキサイド、
ビス（２－クロロ－１－ナフトイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフィンオキサイド
、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィン
オキサイド等が挙げられる。
【０１０８】
　これらの中でも、本発明において、アシルホスフィンオキサイド化合物としては、ビス
（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド（ＩＲＧＡＣＵＲ
Ｅ　８１９：チバ・スペシャルティー・ケミカルズ社製）、ビス（２，６－ジメトキシベ
ンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルフェニルホスフィンオキサイド、２，４，
６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド（ＤＡＲＯＣＵＲ　ＴＰＯ：
チバ・スペシャルティー・ケミカルズ社製、ＬＵＣＩＲＩＮ　ＴＰＯ：ＢＡＳＦ社製）な
どが好ましい。
【０１０９】
　本発明のインク組成物にアシルホスフィンオキサイド化合物を使用する場合、アシルホ
スフィンオキサイド化合物の好ましい添加濃度は、インク組成物の全重量に対して、１重
量％以上１５重量％以下であることが好ましく、２重量％以上１２重量％以下であること
がより好ましく、３重量％以上１０重量％以下であることが特にこのましい。
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【０１１０】
　重合開始剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて使用することができる。また、
本発明の効果を損なわない限りにおいて、感度向上の目的で公知の増感剤と併用すること
もできる。
【０１１１】
　本発明のインク組成物中における重合開始剤の含有量としては、インク組成物の総重量
に対して、０．１～２０．０重量％であることが好ましく、０．５～１８．０重量％であ
ることがより好ましく、１．０～１５．０重量％であることが更に好ましい。重合開始剤
の添加量が上記範囲であると、硬化性に優れ、また、表面ベトツキ低減の観点から適切で
ある。
　また重合開始剤と、それらと併用される重合性化合物との含有比（重量比）としては、
それぞれ、重合開始剤：重合性化合物＝０．５：１００～３０：１００であることが好ま
しく、１：１００～１５：１００であることがより好ましく、２：１００～１０：１００
であることが更に好ましい。
【０１１２】
（Ｆ）その他の着色剤
　本発明のインク組成物は、イソインドリン系顔料以外の（Ｆ）その他の着色剤を含有し
ていてもよい。
　本発明のインク組成物は、得られる画像における明度や彩度などの観点から、イソイン
ドリン系顔料以外のその他の着色剤を含有しないか、インク組成物の全重量に対し、イソ
インドリン系顔料以外のその他の着色剤の含有量が１重量％以下であることが好ましく、
イソインドリン系顔料以外のその他の着色剤を含有しないことがより好ましい。
　本発明に用いることのできるその他の着色剤には、特に制限はなく、用途に応じて公知
の種々の顔料、染料を適宜選択して用いることができる。中でも、着色剤としては、特に
耐光性に優れるとの観点から顔料であることが好ましい。
【０１１３】
　本発明に好ましく使用されるイソインドリン系顔料以外の顔料について述べる。
　顔料としては、特に限定されるものではなく、一般に市販されているすべての有機顔料
及び無機顔料、また、樹脂粒子を染料で染色したもの等も用いることができる。さらに、
市販の顔料分散体や表面処理された顔料、例えば、顔料を分散媒として不溶性の樹脂等に
分散させたもの、あるいは顔料表面に樹脂をグラフト化したもの等も、本発明の効果を損
なわない限りにおいて用いることができる。
　これらの顔料としては、例えば、伊藤征司郎編「顔料の辞典」（２０００年刊）、W. H
erbst, K. Hunger, Industrial Organic Pigments、特開２００２－１２６０７号公報、
特開２００２－１８８０２５号公報、特開２００３－２６９７８号公報、特開２００３－
３４２５０３号公報に記載の顔料が挙げられる。
【０１１４】
　本発明において使用できる有機顔料及び無機顔料の具体例としては、例えば、イエロー
色を呈するものとして、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１（ファストイエローＧ等）、Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー７４の如きモノアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２（ジ
スアジイエローＡＡＡ等）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７の如きジスアゾ顔料、Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー２００（Ｎｏｖｏｐｅｒｍ
　Ｙｅｌｌｏｗ　２ＨＧ）の如き非ベンジジン系のアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１００（タートラジンイエローレーキ等）の如きアゾレーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメント
イエロー９５（縮合アゾイエローＧＲ等）の如き縮合アゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエ
ロー１１５（キノリンイエローレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１８（チオフラビンレーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、フラバントロン
イエロー（Ｙ－２４）の如きアントラキノン系顔料、イソインドリノンイエロー３ＲＬＴ
（Ｙ－１１０）の如きイソインドリノン顔料、キノフタロンイエロー（Ｙ－１３８）の如
きキノフタロン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５３（ニッケルニトロソイエロー等
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）の如きニトロソ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１７（銅アゾメチンイエロー等）
の如き金属錯塩アゾメチン顔料等が挙げられる。
【０１１５】
　赤あるいはマゼンタ色を呈するものとして、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３（トルイジン
レッド等）の如きモノアゾ系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３８（ピラゾロンレッドＢ
等）の如きジスアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３：１（レーキレッドＣ等）やＣ
．Ｉ．ピグメントレッド５７：１（ブリリアントカーミン６Ｂ）の如きアゾレーキ顔料、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４（縮合アゾレッドＢＲ等）の如き縮合アゾ顔料、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１７４（フロキシンＢレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド８１（ローダミン６Ｇ’レーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド１７７（ジアントラキノニルレッド等）の如きアントラキノン系
顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８８（チオインジゴボルドー等）の如きチオインジゴ顔
料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１９４（ペリノンレッド等）の如きペリノン顔料、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１４９（ペリレンスカーレット等）の如きペリレン顔料、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントバイオレット１９（無置換キナクリドン、ＣＩＮＱＵＡＳＩＡ　Ｍａｇｅｎｔａ
　ＲＴ－３５５Ｔ；チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド１２２（キナクリドンマゼンタ等）の如きキナクリドン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド１８０（イソインドリノンレッド２ＢＬＴ等）の如きイソインドリノン顔料、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド８３（マダーレーキ等）の如きアリザリンレーキ顔料等が挙げられる。
【０１１６】
　青あるいはシアン色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２５（ジアニシジ
ンブルー等）の如きジスアゾ系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トブルー１５：３（ＩＲＧＡＬＩＴＥ　ＢＬＵＥ　ＧＬＯ；チバ・スペシャリティ・ケミ
カルズ社製）（フタロシアニンブルー等）の如きフタロシアニン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トブルー２４（ピーコックブルーレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントブルー１（ビクロチアピュアブルーＢＯレーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、Ｃ
．Ｉ．ピグメントブルー６０（インダントロンブルー等）の如きアントラキノン系顔料、
Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１８（アルカリブルーＶ－５：１）の如きアルカリブルー顔料
等が挙げられる。
　緑色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７（フタロシアニングリーン）
、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６（フタロシアニングリーン）の如きフタロシアニン顔
料、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン８（ニトロソグリーン）等の如きアゾ金属錯体顔料等が
挙げられる。
　オレンジ色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６６（イソインドリンオ
レンジ）の如きイソインドリン系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ５１（ジクロロピラ
ントロンオレンジ）の如きアントラキノン系顔料が挙げられる。
【０１１７】
　黒色を呈する顔料として、カーボンブラック、チタンブラック、アニリンブラック等が
挙げられる。カーボンブラックとしてはＳＰＥＣＩＡＬ　ＢＬＡＣＫ　２５０（デグサ社
製）が例示できる。
【０１１８】
　白色顔料の具体例としては、塩基性炭酸鉛（２ＰｂＣＯ3Ｐｂ（ＯＨ）2、いわゆる、シ
ルバーホワイト）、酸化亜鉛（ＺｎＯ、いわゆる、ジンクホワイト）、酸化チタン（Ｔｉ
Ｏ2、いわゆる、チタンホワイト）、チタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ3、いわゆる、
チタンストロンチウムホワイト）などが利用可能である。
　ここで、酸化チタンは他の白色顔料と比べて比重が小さく、屈折率が大きく化学的、物
理的にも安定であるため、顔料としての隠蔽力や着色力が大きく、さらに、酸やアルカリ
、その他の環境に対する耐久性にも優れている。したがって、白色顔料としては酸化チタ
ンを利用することが好ましい。もちろん、必要に応じて他の白色顔料（列挙した白色顔料
以外であってもよい。）を使用してもよい。
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【０１１９】
　着色剤の分散には、例えばビーズミル、ボールミル、サンドミル、アトライター、ロー
ルミル、ジェットミル、ホモジナイザー、ペイントシェーカー、ニーダー、アジテータ、
ヘンシェルミキサ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジェットミ
ル等の分散装置を用いることができる。
　着色剤の分散を行う際には、界面活性剤等の分散剤を添加することができる。
　また、着色剤を添加するにあたっては、必要に応じて、分散助剤として、各種着色剤に
応じたシナージストを用いることも可能である。分散助剤は、着色剤１００重量部に対し
、１重量部以上５０重量部以下添加することが好ましい。
【０１２０】
　着色剤などの諸成分の分散媒としては、溶剤を添加してもよく、また、無溶媒で、低分
子量成分である前記重合性化合物を分散媒として用いてもよいが、本発明の光硬化性組成
物、特に本発明のインク組成物は、活性エネルギー線硬化型の液体であることが好ましく
、インク組成物は被記録媒体上に適用後、硬化させるため、無溶剤であることが好ましい
。これは、硬化されたインク組成物形成された画像中に、溶剤が残留すると、耐溶剤性が
劣化したり、残留する溶剤のＶＯＣ（Ｖｏｌａｔｉｌｅ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏｍｐｏｕ
ｎｄ）の問題が生じるためである。このような観点から、分散媒としては、重合性化合物
を用い、中でも、最も粘度が低い重合性化合物を選択することが分散適性やインク組成物
のハンドリング性向上の観点から好ましい。
【０１２１】
　ここで用いる着色剤の平均粒径は、微細なほど発色性に優れるため、０．０１μｍ以上
０．４μｍ以下であることが好ましく、さらに好ましくは０．０２μｍ以上０．２μｍ以
下の範囲である。最大粒径は３μｍ以下、好ましくは１μｍ以下となるよう、着色剤、分
散剤、分散媒の選定、分散条件、ろ過条件を設定することが好ましい。この粒径管理によ
って、ヘッドノズルの詰まりを抑制し、光硬化性組成物及びインク組成物の保存安定性、
透明性及び硬化感度を維持することができる。本発明においては分散性、安定性に優れた
前記分散剤を用いることにより、微粒子着色剤を用いた場合でも、均一で安定な分散物が
得られる。
　光硬化性組成物及びインク組成物中における着色剤の粒径は、公知の測定方法で測定す
ることができる。具体的には遠心沈降光透過法、Ｘ線透過法、レーザー回折・散乱法、動
的光散乱法により測定することができる。本発明においては、レーザー回折・散乱法を用
いた測定により得られた値を採用する。
【０１２２】
（Ｇ）界面活性剤
　本発明のインク組成物は、（Ｇ）界面活性剤を含有することが好ましい。
　本発明に用いることができる界面活性剤は、下記の界面活性剤が例示できる。
　例えば、特開昭６２－１７３４６３号、同６２－１８３４５７号の各公報に記載された
ものが挙げられる。具体的には、例えば、ジアルキルスルホコハク酸塩類、アルキルナフ
タレンスルホン酸塩類、脂肪酸塩類等のアニオン性界面活性剤、ポリオキシエチレンアル
キルエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル類、アセチレングリコール
類、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックコポリマー類等のノニオン性界
面活性剤、アルキルアミン塩類、第４級アンモニウム塩類等のカチオン性界面活性剤が挙
げられる。なお、前記公知の界面活性剤として、有機フルオロ化合物を用いてもよい。前
記有機フルオロ化合物は、疎水性であることが好ましい。前記有機フルオロ化合物として
は、例えば、フッ素系界面活性剤、オイル状フッ素系化合物（例、フッ素油）及び固体状
フッ素化合物樹脂（例、四フッ化エチレン樹脂）が含まれ、特公昭５７－９０５３号（第
８から１７欄）、特開昭６２－１３５８２６号の各公報に記載されたものが挙げられる。
　特に本発明に用いることができる界面活性剤は、前述の界面活性剤に限定されることは
なく、添加濃度に対して効率的に表面張力を低下させる能力のある添加剤であればよい。
【０１２３】
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（Ｈ）その他の添加剤
　本発明のインク組成物には、前述した各成分以外にも、目的に応じて種々のその他の添
加剤を併用することができる。
　例えば、得られる画像の耐候性向上の観点から、紫外線吸収剤を用いることができる。
また、安定性向上のため、酸化防止剤を添加することができる。
　さらに、各種の有機系及び金属錯体系の褪色防止剤、吐出物性の制御を目的としたチオ
シアン酸カリウム、硝酸リチウム、チオシアン酸アンモニウム、ジメチルアミン塩酸塩な
どの導電性塩類、インク組成物と基材との密着性を改良するため、極微量の有機溶剤を添
加することができる。
　また、膜物性を調整するため、各種高分子化合物を添加することができる。高分子化合
物としては、アクリル系重合体、ポリビニルブチラール樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリア
ミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリカーボネート樹脂、
ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、シェラック、ビニル系樹脂、ア
クリル系樹脂、ゴム系樹脂、ワックス類、その他の天然樹脂等が使用できる。また、これ
らは２種以上併用してもかまわない。
　この他にも、必要に応じて、例えば、レベリング添加剤、マット剤、膜物性を調整する
ためのワックス類、ポリオレフィンやポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）等への密着
性を改善するために、重合を阻害しないタッキファイヤーなどを含有させることができる
。
【０１２４】
＜インク組成物の物性＞
　本発明のインク組成物は、室温で液体であることが好ましく、インクジェットによる打
滴適正の観点から、２５℃における粘度は１００ｍＰａ・ｓ以下又は６０℃における粘度
が３０ｍＰａ・ｓ以下であることがより好ましく、２５℃における粘度は６０ｍＰａ・ｓ
以下又は６０℃における粘度が２０ｍＰａ・ｓ以下であることが更に好ましく、２５℃に
おける粘度は４０ｍＰａ・ｓ以下又は６０℃における粘度が１５ｍＰａ・ｓ以下であるこ
とが特に好ましい。
　本発明における「粘度」は、東機産業（株）製のＲＥ８０型粘度計を用いて求めた粘度
である。ＲＥ８０型粘度計は、Ｅ型に相当する円錐ロータ／平板方式粘度計であり、ロー
タコードＮｏ．１番のロータを用い、１０ｒｐｍの回転数にて測定を行った。ただし、６
０ｍＰａ・ｓより高粘度なものについては、必要により回転数を５ｒｐｍ、２．５ｒｐｍ
、１ｒｐｍ、０．５ｒｐｍ等に変化させて測定を行った。
【０１２５】
　また、インクジェットによる打滴適正の観点から、本発明のインク組成物の２５℃にお
ける表面張力は、１８ｍＮ／ｍ以上４０ｍＮ／ｍ以下が好ましく、２０ｍＮ／ｍ以上３５
ｍＮ／ｍ以下がより好ましく、２２ｍＮ／ｍ以上３２ｍＮ／ｍ以下が更に好ましい。
　また、本発明におけるインク組成物の表面張力は、一般的に用いられる表面張力計（例
えば、協和界面科学（株）製、表面張力計ＣＢＶＰ－Ｚ等）を用いて、ウィルヘルミー法
で液温２５℃にて測定した値である。
【０１２６】
（２）インク組成物用顔料分散物
　本発明のインク組成物用顔料分散物（以下、単に「顔料分散物」ともいう。）は、（Ａ
）イソインドリン系顔料、（Ｂ）高分子分散剤、及び、（Ｃ）ジスアゾ系イエロー着色剤
のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩を含有することを特徴とする。
　本発明のインク組成物用顔料分散物は、（Ｄ）重合性化合物を含有することが好ましい
。
　また、本発明のインク組成物用顔料分散物は、（Ｆ）その他の着色剤や、（Ｇ）界面活
性剤、（Ｈ）その他の添加剤を含有していてもよい。
　各（Ａ）～（Ｄ）及び（Ｆ）～（Ｈ）成分は、前記インク組成物において前述したもの
と同義であり、好ましい範囲も同様である。
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【０１２７】
　また、本発明のインク組成物用顔料分散物は、（Ａ）イソインドリン系顔料、（Ｂ）高
分子分散剤、（Ｃ）ジスアゾイエローのスルホン化体のアルキルアンモニウム塩を、（Ｄ
）重合性化合物に添加し、分散する分散工程を経て、インク組成物用顔料分散物を得るこ
とが好ましい。
【０１２８】
　本発明のインク組成物用顔料分散物中における高分子分散剤の含有量としては、顔料の
分散性の観点と遊離分散剤濃度を下げるというから、インク組成物用顔料分散物中の顔料
の総重量に対して、１重量％以上５０重量％以下であることが好ましく、２重量％以上３
０重量％以下であることがより好ましく、５重量％以上２０重量％以下であることが特に
好ましい。
　本発明のインク組成物用顔料分散物中におけるジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体
のアルキルアンモニウム塩の含有量としては、インク組成物用顔料分散物中の顔料の総重
量に対して、０．１重量％以上１０重量％以下であることが好ましく、０．２重量％以上
５重量％以下であることがより好ましく、０．５重量％以上３重量％以下であることが特
に好ましい。
【０１２９】
（３）インクジェット記録方法、インクジェット記録装置及び印刷物
　本発明のインクジェット記録方法は、本発明のインク組成物をインクジェット記録用と
して被記録媒体（支持体、記録材料等）上に吐出し、被記録媒体上に吐出されたインク組
成物に活性放射線を照射し、インクを硬化して画像を形成する方法である。
【０１３０】
　より具体的には、本発明のインクジェット記録方法は、（ａ1）被記録媒体上に、本発
明のインク組成物を吐出する工程、及び、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線
を照射してインク組成物を硬化する工程、を含むことが好ましい。
　本発明のインクジェット記録方法は、上記（ａ1）及び（ｂ1）工程を含むことにより、
被記録媒体上において硬化したインク組成物により画像が形成される。
　また、本発明の印刷物は、本発明のインクジェット記録方法によって記録された印刷物
である。
【０１３１】
　本発明のインクジェット記録方法における（ａ1）工程には、以下に詳述するインクジ
ェット記録装置が用いることができる。
【０１３２】
＜インクジェット記録装置＞
　本発明のインクジェット記録方法に用いることができるインクジェット記録装置として
は、特に制限はなく、目的とする解像度を達成し得る公知のインクジェット記録装置を任
意に選択して使用することができる。すなわち、市販品を含む公知のインクジェット記録
装置であれば、いずれも、本発明のインクジェット記録方法の（ａ1）工程における被記
録媒体へのインクの吐出を実施することができる。
【０１３３】
　本発明で用いることができるインクジェット記録装置としては、例えば、インク供給系
、温度センサー、活性放射線源を含む装置が挙げられる。
　インク供給系は、例えば、本発明のインク組成物を含む元タンク、供給配管、インクジ
ェットヘッド直前のインク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のインクジェットヘッドか
らなる。ピエゾ型のインクジェットヘッドは、好ましくは１～１００ｐｌ、より好ましく
は８～３０ｐｌのマルチサイズドットを、好ましくは３２０×３２０～４，０００×４，
０００ｄｐｉ、より好ましくは４００×４００～１，６００×１，６００ｄｐｉ、さらに
好ましくは７２０×７２０ｄｐｉの解像度で吐出できるよう駆動することができる。なお
、本発明でいうｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す。
【０１３４】
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　上述したように、本発明のインク組成物は、吐出されるインク組成物を一定温度にする
ことが好ましいことから、インクジェット記録装置には、インク組成物温度の安定化手段
を備えることが好ましい。一定温度にする部位はインクタンク（中間タンクがある場合は
中間タンク）からノズル射出面までの配管系、部材の全てが対象となる。すなわち、イン
ク供給タンクからインクジェットヘッド部分までは、断熱及び加温を行うことができる。
　温度コントロールの方法としては、特に制約はないが、例えば、温度センサーを各配管
部位に複数設け、インク流量、環境温度に応じた加熱制御をすることが好ましい。温度セ
ンサーは、インク供給タンク及びインクジェットヘッドのノズル付近に設けることができ
る。また、加熱するヘッドユニットは、装置本体を外気からの温度の影響を受けないよう
、熱的に遮断若しくは断熱されていることが好ましい。加熱に要するプリンター立上げ時
間を短縮するため、或いは熱エネルギーのロスを低減するために、他部位との断熱を行う
とともに、加熱ユニット全体の熱容量を小さくすることが好ましい。
【０１３５】
　上記のインクジェット記録装置を用いて、本発明のインク組成物の吐出は、インク組成
物を、好ましくは２５～８０℃、より好ましくは２５～５０℃に加熱して、インク組成物
の粘度を、好ましくは３～１５ｍＰａ・ｓ、より好ましくは３～１３ｍＰａ・ｓに下げた
後に行うことが好ましい。特に、本発明のインク組成物として、２５℃におけるインク粘
度が５０ｍＰａ・ｓ以下であるものを用いると、良好に吐出が行えるので好ましい。この
方法を用いることにより、高い吐出安定性を実現することができる。
　本発明のインク組成物のような放射線硬化型インク組成物は、概して通常インクジェッ
ト記録用インクで使用される水性インクより粘度が高いため、吐出時の温度変動による粘
度変動が大きい。インクの粘度変動は、液滴サイズの変化及び液滴吐出速度の変化に対し
て大きな影響を与え、ひいては画質劣化を引き起こす。したがって、吐出時のインクの温
度はできるだけ一定に保つことが必要である。よって、本発明において、インクの温度の
制御幅は、好ましくは設定温度の±５℃、より好ましくは設定温度の±２℃、さらに好ま
しくは設定温度±１℃とすることが適当である。
【０１３６】
　次に、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、該インク組成物を硬
化する工程について説明する。
　被記録媒体上に吐出されたインク組成物は、活性放射線を照射することによって硬化す
る。これは、本発明のインク組成物に含まれる重合開始剤が活性放射線の照射により分解
して、ラジカル、酸、塩基などの開始種を発生し、その開始種の機能にラジカル重合性化
合物の重合反応が、生起、促進されるためである。このとき、インク組成物において重合
開始剤と共に増感剤が存在すると、系中の増感剤が活性放射線を吸収して励起状態となり
、重合開始剤と接触することによって重合開始剤の分解を促進させ、より高感度の硬化反
応を達成させることができる。
【０１３７】
　ここで、使用される活性放射線は、α線、γ線、電子線、Ｘ線、紫外線、可視光又は赤
外光などが使用され得る。活性放射線のピーク波長は、増感剤の吸収特性にもよるが、例
えば、２００～６００ｎｍであることが好ましく、３００～４５０ｎｍであることがより
好ましく、３２０～４２０ｎｍであることがさらに好ましく、活性放射線が、ピーク波長
が３４０～４００ｎｍの範囲の紫外線であることが特に好ましい。
【０１３８】
　また、本発明のインク組成物の、重合開始系は、低出力の活性放射線であっても十分な
感度を有するものである。したがって、露光面照度が、好ましくは１０～４，０００ｍＷ
／ｃｍ2、より好ましくは２０～２，５００ｍＷ／ｃｍ2で硬化させることが適当である。
【０１３９】
　活性放射線源としては、水銀ランプやガス・固体レーザー等が主に利用されており、紫
外線光硬化型インクジェット記録用インク組成物の硬化に使用される光源としては、水銀
ランプ、メタルハライドランプが広く知られている。しかしながら、現在環境保護の観点
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から水銀フリー化が強く望まれており、ＧａＮ系半導体紫外発光デバイスへの置き換えは
産業的、環境的にも非常に有用である。さらに、ＬＥＤ（ＵＶ－ＬＥＤ）、ＬＤ（ＵＶ－
ＬＤ）は小型、高寿命、高効率、低コストであり、光硬化型インクジェット用光源として
期待されている。
　また、発光ダイオード（ＬＥＤ）及びレーザーダイオード（ＬＤ）を活性放射線源とし
て用いることが可能である。特に、紫外線源を要する場合、紫外ＬＥＤ及び紫外ＬＤを使
用することができる。例えば、日亜化学（株）は、主放出スペクトルが３６５ｎｍと４２
０ｎｍとの間の波長を有する紫色ＬＥＤを上市している。さらに一層短い波長が必要とさ
れる場合、米国特許番号第６，０８４，２５０号明細書は、３００ｎｍと３７０ｎｍとの
間に中心付けされた活性放射線を放出し得るＬＥＤを開示している。また、他の紫外ＬＥ
Ｄも、入手可能であり、異なる紫外線帯域の放射を照射することができる。本発明で特に
好ましい活性放射線源はＵＶ－ＬＥＤであり、特に好ましくは３４０～４００ｎｍにピー
ク波長を有するＵＶ－ＬＥＤである。
　なお、ＬＥＤの被記録媒体上での最高照度は１０～２，０００ｍＷ／ｃｍ2であること
が好ましく、２０～１，０００ｍＷ／ｃｍ2であることがより好ましく、５０～８００ｍ
Ｗ／ｃｍ2であることが特に好ましい。
【０１４０】
　本発明のインク組成物は、このような活性放射線に、好ましくは０．０１～１２０秒、
より好ましくは０．１～９０秒照射されることが適当である。
　活性放射線の照射条件並びに基本的な照射方法は、特開昭６０－１３２７６７号公報に
開示されている。具体的には、インク組成物の吐出装置を含むヘッドユニットの両側に光
源を設け、いわゆるシャトル方式でヘッドユニットと光源を走査することによって行われ
る。活性放射線の照射は、インク組成物の着弾後、一定時間（好ましくは０．０１～０．
５秒、より好ましくは０．０１～０．３秒、さらに好ましくは０．０１～０．１５秒）を
おいて行われることになる。このようにインク組成物の着弾から照射までの時間を極短時
間に制御することにより、被記録媒体に着弾したインク組成物が硬化前に滲むことを防止
するこが可能となる。また、多孔質な被記録媒体に対しても光源の届かない深部までイン
ク組成物が浸透する前に露光することができるため、未反応モノマーの残留を抑えること
ができるので好ましい。
　さらに、駆動を伴わない別光源によって硬化を完了させてもよい。国際公開第９９／５
４４１５号パンフレットでは、照射方法として、光ファイバーを用いた方法やコリメート
された光源をヘッドユニット側面に設けた鏡面に当て、記録部へＵＶ光を照射する方法が
開示されており、このような硬化方法もまた、本発明のインクジェット記録方法に適用す
ることができる。
【０１４１】
　上述したようなインクジェット記録方法を採用することにより、表面の濡れ性が異なる
様々な被記録媒体に対しても、着弾したインク組成物のドット径を一定に保つことができ
、画質が向上する。なお、カラー画像を得るためには、明度の低い色から順に重ねていく
ことが好ましい。明度の低いインク組成物から順に重ねることにより、下部のインク組成
物まで照射線が到達しやすくなり、良好な硬化感度、残留モノマーの低減、密着性の向上
が期待できる。また、照射は、全色を吐出してまとめて露光することが可能だが、１色毎
に露光するほうが、硬化促進の観点で好ましい。
　このようにして、本発明のインク組成物は、活性放射線の照射により高感度で硬化する
ことで、被記録媒体表面に画像を形成することができる。
【０１４２】
　本発明のインクジェット記録方法においては、本発明のインク組成物をイエローインク
組成物として用いることが好ましい。
　本発明のインク組成物は、複数のインクジェット記録用インクからなるインクセットと
して使用することが好ましく、この場合、インク組成物の他に、シアン、マゼンタ及びブ
ラックの各色を呈するインクと併用してインクセットとすることが好ましく、必要に応じ
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てホワイト色を呈するインクを併用することが好ましい。
　本発明のインクジェット記録方法において、吐出する各着色インク組成物の順番は、特
に限定されるわけではないが、明度の低い着色インク組成物から被記録媒体に付与するこ
とが好ましく、本発明のインク組成物及びシアン、マゼンタ、ブラックを使用する場合に
は、本発明のインク組成物→シアン→マゼンタ→ブラックの順で被記録媒体上に付与する
ことが好ましい。また、これにホワイトを加えて使用する場合にはホワイト→本発明のイ
ンク組成物→シアン→マゼンタ→ブラックの順で被記録媒体上に付与することが好ましい
。さらに、本発明はこれに限定されず、本発明のインク組成物と、ライトシアン、ライト
マゼンタ、シアン、マゼンタ、グレー、ブラック、ホワイトのインク組成物との計７色が
少なくとも含まれる本発明のインクセットを好ましく使用することもでき、その場合には
、ホワイト→ライトシアン→ライトマゼンタ→本発明のインク組成物→シアン→マゼンタ
→ブラックの順で被記録媒体上に付与することが好ましい。
【０１４３】
　本発明において、被記録媒体としては、特に限定されず、支持体や記録材料として公知
の被記録媒体を使用することができる。例えば、紙、プラスチック（例えば、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン、ポリスチレン等）がラミネートされた紙、金属板（例えば、アルミ
ニウム、亜鉛、銅等）、プラスチックフィルム（例えば、二酢酸セルロース、三酢酸セル
ロース、プロピオン酸セルロース、酪酸セルロース、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロー
ス、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリ
カーボネート、ポリビニルアセタール等）、上述した金属がラミネートされ又は蒸着され
た紙又はプラスチックフィルム等が挙げられる。また、本発明における被記録媒体として
、非吸収性被記録媒体が好適に使用することができる。
【０１４４】
　本発明に用いることができるインクジェット記録装置としては、例えば、図１に示すイ
ンクジェット記録装置１０が例示できる。
　図１は、本発明に用いることができるインクジェット記録装置の一例を示す模式図を表
す。
　インクジェット記録装置１０は、インク組成物の吐出及び紫外線の照射を行うことがで
きるインクジェット記録用ヘッドユニット部１２、インクジェットヘッドの保守やクリー
ニングを行うことができるヘッドメンテナンス・クリーニング用ボックス１４、インク組
成物を供給するチューブやインクジェットヘッドを作動させるための電気系統ケーブルを
内蔵したヘッド往復運動動力部１６、インクジェットヘッドと被記録媒体との距離を固定
するヘッド用固定軸１８、インクジェットヘッドの作動やインク組成物の供給、被記録媒
体２６の供給等のインクジェット記録装置１０の全般の動作を制御するコントロール用パ
ーソナルコンピューター２０、被記録媒体２６へのインクジェット記録を行う被記録媒体
吸引ステージ２２、インク組成物を保管するインクタンク２４、並びに、連動して被記録
媒体を被記録媒体吸引ステージ２２への供給などを行う被記録媒体搬送用ローラー２８及
び被記録媒体巻取り用ローラー３０を備えている。
　コントロール用パーソナルコンピューター２０と、インクジェット記録装置１０の各部
分とは、ヘッド往復運動動力部１６内の電気系統ケーブルを含む各種ケーブル等（不図示
）により接続されている。
　また、インクタンク２４は、５種のインク組成物を保管することができる。
　被記録媒体２６は、被記録媒体搬送用ローラー２８及び被記録媒体巻取り用ローラー３
０によって被記録媒体吸引ステージ２２上に供給され、被記録媒体吸引ステージ２２上に
てインクジェット記録用ヘッドユニット部１２によりインクジェット記録が行われる。
【０１４５】
　図２は、図１に示したインクジェット記録装置１０におけるインクジェット記録用ヘッ
ドユニット部１２の拡大模式図を表す。
　インクジェット記録用ヘッドユニット部１２は、各色用の５つのインクジェットヘッド
（ホワイトインク組成物用インクジェットヘッドＷ、シアンインク組成物用インクジェッ
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トヘッドＣ，マゼンタインク組成物用インクジェットヘッドＭ、本発明のインク組成物用
インクジェットヘッドＹ、ブラックインク組成物用インクジェットヘッドＫ）、及び、そ
の５つのインクジェットヘッドの両側にそれぞれ紫外線照射用メタルハライドランプ３２
を備えており、各色用の５つのインクジェットヘッド（Ｗ、Ｃ、Ｍ、Ｙ、Ｋ）と２つの紫
外線照射用メタルハライドランプ３２とは一体で、ヘッド固定用軸１８を移動する。
　各インクジェットヘッドへは、インクタンク２４からヘッド往復運動動力部１６内のチ
ューブを通して、各色のインク組成物がそれぞれ供給される。
　各色用の５つのインクジェットヘッド（Ｗ、Ｃ、Ｍ、Ｙ、Ｋ）から被記録媒体２６に吐
出されたインク組成物は、いずれの側の紫外線照射用メタルハライドランプ３２によって
も硬化することができる。
【実施例】
【０１４６】
　以下、本発明を、実施例を挙げてより詳細に説明するが、本発明はこれらに制限される
ものではない。
【０１４７】
（イエロー顔料分散物の作製）
　イエロー顔料分散物Ａ～Ｉを予備分散工程と本分散工程とを経て作製した。
　予備分散工程：表１に示す成分を混合し、１時間スターラーで撹拌した。
　本分散工程：撹拌後の混合物をビーズミル分散にて分散し、顔料分散物を得た。分散条
件は直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを７０％の充填率で充填し、周速を９ｍ／ｓと
し、分散時間は、２～８時間で行った。
【０１４８】
【表１】

【０１４９】
（イエロー顔料分散物の作製に使用した素材）
・イエロー顔料Ａ（ＰＹ１８５）：　Ｐａｌｉｏｔｏｌ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｄ１１５５（Ｂ
ＡＳＦ社製）
・イエロー顔料Ｂ（ＰＹ１８０）：　ＮＯＶＯＰＥＲＭ　ＹＥＬＬＯＷ　ＰＨＧ
・重合性化合物Ａ：　ＮＰＧＰＯＤＡ
・重合禁止剤Ａ：ＦＩＲＳＴＣＵＲＥ　ＳＴ－１（Ａｌｂｅｍａｒｌｅ社製）
・市販分散剤１：ＢＹＫ１６８（ビックケミー社製）
・市販分散剤２：アジスパーＰＢ８２２（味の素（株）製）
・市販分散剤３：ソルスパース３２０００（ノベオン社製）
・市販分散剤４：アジスパーＰＢ８２１　（味の素（株）製）
・化合物Ａ：前記式（１）及び式（２）において、Ｒ1＝ＣＨ3、Ｒ2＝ＣＨ3、Ｒ3＝Ｃ16
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Ｈ33、Ｒ4＝Ｃ18Ｈ37、ｍ＋ｎ＝１である化合物（なお、使用したモノスルホ化体の比率
は、重量比で９９重量％以上であった。）
・化合物Ｂ：前記式（１）及び式（２）において、Ｒ1＝ＣＨ3、Ｒ2＝ＣＨ3、Ｒ3＝Ｃ18

Ｈ37、Ｒ4＝Ｃ18Ｈ37、ｍ＋ｎ＝１である化合物（なお、使用したモノスルホ化体の比率
は、重量比で９９重量％以上であった。）
【０１５０】
【化２０】

【０１５１】
（イエロー顔料分散物の分散性の評価結果）
　作製したイエロー顔料分散物の分散性を、下記評価に従い評価した。結果は、表２に示
す通りである。
【０１５２】
＜予備分散後の流動性＞
　予備分散後の液体の流動性を、下記手順に従い評価した。
　予備分散後の混合液約５０ｃｃを２００ｃｃ容量の新しいプラスチックディスポカップ
に移した。その後、ディスポカップの開口部を下向き斜め３０度に１５秒間静置し、混合
物が流れ出るかどうかで、流動性を評価した。ここで、液温は２５℃とした。なお、評価
基準は下記の通りであり、Good（良）及びAcceptable（適合）が要求性能を満たす基準で
ある。
　Good（良）：９０％以上の混合物が流れ出て、ディスポカップの残留物は１０％未満で
ある。
　Acceptable（適合）：７０％以上の混合物が流れ出て、ディスポカップの残留物は３０
％未満である。
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　Poor（不適）：大部分の混合物がディスポカップに残留し、その量は３０％以上である
。
【０１５３】
＜本分散後流動性＞
　本分散後の液体の流動性を、下記手順に従い評価した。
　本分散後の分散液約５０ｃｃを２００ｃｃ容量の新しいプラスチックディスポカップに
移した。その後、ディスポカップの開口部を下向き斜め３０度に１５秒間静置し、分散液
が流れ出るかどうかで、流動性を評価した。ここで、液温は２５℃とした。なお、評価基
準は下記の通りであり、Good（良）及びAcceptable（適合）が要求性能を満たす基準であ
る。
　Good（良）：９０％以上の混合物が流れ出て、ディスポカップの残留物は１０％未満で
ある。
　Acceptable（適合）：７０％以上の混合物が流れ出て、ディスポカップの残留物は３０
％未満である。
　Poor（不適）：大部分の混合物がディスポカップに残留し、その量は３０％以上である
。
【０１５４】
＜顔料分散物の粒径分布＞
　市販の粒径測定機（レーザー回折法：ＬＡ－９２０（（株）堀場製作所製））によって
、粒子径分布を測定した。なお、評価基準は下記の通りであり、Excellent（優）とGood
（良）とAcceptable（適合）とが要求性能を満たす基準である。
　Excellent（優）：１μｍ以上の分布が検出できず、平均粒径が１００ｎｍ未満であっ
た。
　Good（良）：１μｍ以上の分布が検出できず、平均粒径が３００ｎｍ未満１００ｎｍ以
上であった。
　Acceptable（適合）：１μｍ以上の分布が検出できず、平均粒径が６００ｎｍ以下３０
０ｎｍ以上であった。
　Poor（不適）：１μｍ以上の分布が検出された。
【０１５５】
【表２】

【０１５６】
（その他の顔料分散物の作製）
　イエロー以外の顔料分散物を予備分散工程と本分散工程とを経て作製した。
　予備分散工程：表３に示す成分を混合し、１時間スターラーで撹拌した。
　本分散工程：撹拌後の混合物をビーズミル分散にて分散し、顔料分散物を得た。分散条
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件は直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを７０％の充填率で充填し、周速を９ｍ／ｓと
し、分散時間は、２～８時間で行った。
【０１５７】
【表３】

【０１５８】
（その他の顔料分散物の作製に使用した素材）
・シアン顔料Ａ：ＰＢ１５：３（ＩＲＧＡＬＩＴＥ　ＢＬＵＥ　ＧＬＯ；チバ・スペシャ
ルティー・ケミカルズ社製）
・マゼンタ顔料Ａ：ＰＶ１９（ＣＩＮＱＵＡＳＩＡ　ＭＡＧＥＮＴＡ　ＲＴ－３５５Ｄ；
チバ・スペシャルティー・ケミカルズ社製）
・ブラック顔料Ａ：カーボンブラック（ＳＰＥＣＩＡＬ　ＢＬＡＣＫ　２５０（デグサ社
製））
・二酸化チタン：ＣＲ６０－２（石原産業（株）製）
・市販分散剤１：ＢＹＫ－１６８（ビックケミー社製）
・市販分散剤５：ソルスパース３６０００（ノベオン社製）
・重合性化合物Ｂ：ＰＥＡ（フェノキシエチルアクリレート；第一工業製薬（株）製）
【０１５９】
（インク組成物の作製）
　表４～１０に示す成分（単位は重量部）を撹拌混合溶解し、インク組成物を得た。なお
、これらのインク組成物を、表面張力計（協和界面科学（株）製、表面張力計ＣＢＶＰ－
Ｚ等）を用いて、ウィルヘルミー法で液温２５℃にて測定したところ、いずれのインク組
成物の表面張力も、２５～２６ｍＮ／ｍの範囲内であった。
【０１６０】
【表４】
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【表５】

【０１６２】
【表６】

【０１６３】
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【表７】

【０１６４】
【表８】

【０１６５】
【表９】
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【０１６６】
【表１０】

【０１６７】
（インク組成物の作製に使用した素材）
・重合性化合物Ｂ：ＰＥＡ（フェノキシエチルアクリレート；第一工業製薬（株）製）
・重合性化合物Ｃ：ＤＰＧＤＡ（ジプロピレングリコールジアクリレート；ダイセル・サ
イテック（株）製）
・重合性化合物Ｄ：Ａ－ＴＭＰＴ（トリメチロールプロパントリアクリレート；新中村化
学工業（株）製）
・界面活性剤Ａ：ＢＹＫ－３０７（ビックケミー社製）
・重合禁止剤Ａ：ＦＩＲＳＴＣＵＲＥ　ＳＴ－１（Ａｌｂｅｍａｒｌｅ社製）
・開始剤Ａ：２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド（アシ
ルホスフィンオキサイド類）
・開始剤Ｂ：ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド
（アシルホスフィンオキサイド類）
・開始剤Ｃ：２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン
－１－オン
・開始剤Ｄ：１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン
・開始剤Ｅ：１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－２－ヒドロキシ－２－
メチル－１－プロパン－１－オン
・増感剤Ａ：Ｓｐｅｅｄｃｕｒｅ　ＩＴＸ（２－イソプロピルチオキサントンと４－イソ
プロピルチオキサントンとの混合物；Ｌａｍｂｓｏｎ社製）
【０１６８】
（画像記録装置）
　印刷に使用したインクジェット記録用プリンターの概略図を図１に示す。
　インクジェット記録用ヘッドユニット部は、市販ヘッド（東芝テック（株）製ヘッドＣ
Ａ４）を１色当たり２つ配列して６００ｎｐｉにしたヘッドセットを８組と、市販紫外線
硬化型ランプ（メタルハライドランプ）２基で構成した。前記インクジェット記録用ヘッ
ドユニット部は、長軸の金属軸で固定し、往復運動が可能な動力部によって、可変スピー
ドで往復運動を行う。なお、往復運動が可能な動力部には、インク組成物供給用チューブ
とヘッド制御用の電気配線が内蔵されている。
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　前記インクジェット記録用ヘッドユニット部の固定軸の両端には、ヘッドのメンテナン
ス及びクリーニングを実施するためのＢＯＸを具備する。さらにこれらの外側には、イン
クジェット記録用プリンターをコントロールするためのＰＣ、及び、インクタンクを配置
した。
　ヘッドの直下には、被記録媒体を吸引固定可能な被記録媒体吸引ステージを配置した。
被記録媒体は、複数本の被記録媒体搬送用ローラーと被記録媒体巻取用ローラーによって
、ヘッドの往復運動とは垂直方向に搬送する機構となっている。
　ヘッドの吐出周波数とヘッド往復運動のスピードを制御し、常に６００×６００dpiの
打滴密度で画像を印刷するように設定した。また、メタルハライドランプからの照射強度
は被記録媒体上で約１，０００ｍＷ／ｃｍ2と一定にし、照射量は５段階（３００ｍＪ／
ｃｍ2、６００ｍＪ／ｃｍ2、９００ｍＪ／ｃｍ2、１，２００ｍＪ／ｃｍ2、１，５００ｍ
Ｊ／ｃｍ2）の可変となるように往復運動のスピードとメタルハライドランプに内蔵して
いるスリット開口幅とを調整した。
　被記録媒体は白色ＰＶＣ粘着シートと透明ＰＥＴ粘着シートを使用した。白色ＰＶＣ粘
着シートに印刷する場合は、ホワイトインク組成物を使用しなかった。透明ＰＥＴ粘着シ
ートに印刷する場合は、下地にホワイトインク組成物を使用し、他の色で画像を形成した
。
【０１６９】
（実施例１～９、及び、比較例１～９）
　実施例１においては、上記画像記録装置にイエローインク組成物Ａ、シアンインク組成
物Ａ、マゼンタインク組成物Ａ、ホワイトインク組成物Ａ、及び、ブラックインク組成物
Ａを充填し印刷物を得て、イエローインク組成物のインクジェット適正（吐出性）とイエ
ロー画像の彩度を評価した。また、イエローインク組成物の長期安定性については、恒温
恒湿を用いて評価した。
　インクジェット適正（吐出性）、イエロー画像の彩度、インク組成物の長期安定性の評
価手順及び評価基準は下記の通りである。
　実施例２～９、及び、比較例１～９では、イエローインク組成物Ａを表１１に示すイン
ク組成物に置き換えた以外は、実施例１と同等に評価した。
　これら実施例１～９、及び、比較例１～９の評価結果は、表１１に示すとおりであった
。
【０１７０】
（インクジェット適正（吐出性））
　前記の画像記録装置を用いて、６．２ｋＨｚの吐出周波数、６００×６００ｄｐｉの打
滴密度にて、３０分間連続印刷を実施し、不吐出の有無によってインクジェット適正（吐
出性）を評価した。ここで、一画素当たりの液滴サイズは約４２ピコリットル（７ドロッ
プ設定）になるように駆動電圧を設定した。
　インクジェット適正（吐出性）の評価基準は下記の通りであり、ここでExcellent（優
）とGood（良）が要求性能範囲である。
　Excellent（優）：不吐出が発生したノズルは無かった。
　Good（良）：不吐出が発生したノズルは１又は２個であった。
　Poor（不適）：不吐出が発生したノズルは３個以上であった。
【０１７１】
（彩度）
　前記の画像記録装置を用いて、６００×６００ｄｐｉの打滴密度にて、イエローのベタ
画像を印刷し、サンプルの色相（ａ*、ｂ*）を測定することによって、彩度を評価した。
ここで、一画素当たりの液滴サイズは約１４ピコリットル（２ドロップ設定）になるよう
に駆動電圧を設定した。色相は、市販の測色計（グレタグ社製ＳＰＭ１００－ＩＩ）にて
測定した。
　彩度の評価基準は下記の通りであり、ここでExcellent（優）とGood（良）とが要求性
能範囲である。
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　Excellent（優）：ｂ*＞１０３であった。
　Good（良）：１０３≧ｂ*＞１００であった。
　Poor（不適）：１００＞ｂ*であった。
【０１７２】
（インク組成物の長期安定性）
　５０ｃｃのインク組成物をガラス製のねじ口瓶（１００ｃｃ）に入れしっかりと蓋をし
、温度６０℃、湿度４５％ＲＨに設定した恒温恒湿槽に３０日間保管し、粘度と平均粒子
径の変化率によってインク組成物の長期安定性を評価した。
　インク組成物の長期安定性の評価基準は下記の通りであり、ここでExcellent（優）とG
ood（良）とが要求性能範囲である。
　Excellent（優）：粘度と平均粒子径の変化率は両方とも１０％未満であった。
　Good（良）：粘度の変化率は１０％未満であり、かつ、平均粒子径の変化率が５０％未
満であった。
　Poor（不適）：粘度の変化率が１０％以上か、又は、平均粒子径の変化率が５０％以上
であった。
【０１７３】
【表１１】

【０１７４】
（実施例１０～１３）
　インク組成物Ａ、Ｐ、Ｑ及びＲをそれぞれ使用して、下記の硬化性試験を行い、硬化性
の評価を行った。表１２に評価結果を示す。
【０１７５】
〔硬化性試験〕
　印刷後の表面のベトツキと爪擦りによる膜剥がれが無くなる露光エネルギーによって硬
化性を定義した。
　印刷後の表面のベトツキの有無は、印刷直後に普通紙（富士ゼロックス（株）製コピー
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い場合はベトツキ無しと判断した。
　印刷後の爪擦りによる膜剥がれの有無は、印刷直後にインク硬化膜を一定加重にて爪で
擦り、膜剥がれが起きる場合は爪剥がれ有り、膜剥がれが起きない場合は爪剥がれ無しと
判断した。
　露光エネルギーは、３００ｍＪ／ｃｍ2、６００ｍＪ／ｃｍ2、９００ｍＪ／ｃｍ2、１
，２００ｍＪ／ｃｍ2、１，５００ｍＪ／ｃｍ2と変化させ、下記基準に従い評価した。
　５：３００ｍＪ／ｃｍ2の露光でベトツキが無くなった。
　４：６００ｍＪ／ｃｍ2の露光でベトツキが無くなった。
　３：９００ｍＪ／ｃｍ2の露光でベトツキが無くなった。
　２：１２００ｍＪ／ｃｍ2の露光でベトツキが無くなった。
　１：１５００ｍＪ／ｃｍ2の露光でベトツキが無くなった。
　硬化性の試験結果を表１２に示す。ここでは、タックフリー感度は低い方が硬化性の観
点から好ましく、特に、９００ｍＪ／ｃｍ2以下（５～３）であることが好ましい。
【０１７６】
【表１２】

【図面の簡単な説明】
【０１７７】
【図１】本発明に用いることができるインクジェット記録装置の一例を示す模式図を表す
。
【図２】図１に示したインクジェット記録装置１０におけるインクジェット記録用ヘッド
ユニット部１２の拡大模式図を表す。
【符号の説明】
【０１７８】
　１０：インクジェット記録装置
　１２：インクジェット記録用ヘッドユニット部
　１４：ヘッドメンテナンス・クリーニング用ボックス
　１６：ヘッド往復運動動力部
　１８：ヘッド用固定軸
　２０：コントロール用パーソナルコンピューター
　２２：被記録媒体吸引ステージ
　２４：インクタンク
　２６：被記録媒体
　２８：被記録媒体搬送用ローラー
　３０：被記録媒体巻取り用ローラー
　３２：紫外線照射用メタルハライドランプ
　Ｗ：ホワイトインク組成物用インクジェットヘッド
　Ｃ：シアンインク組成物用インクジェットヘッド
　Ｍ：マゼンタインク組成物用インクジェットヘッド
　Ｙ：本発明のインク組成物用インクジェットヘッド
　Ｋ：ブラックインク組成物用インクジェットヘッド



(52) JP 5350827 B2 2013.11.27

【図１】

【図２】



(53) JP 5350827 B2 2013.11.27

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ０９Ｂ  35/035    (2006.01)           Ｃ０９Ｂ  35/035   　　　　          　　　　　

(56)参考文献  特開２０１０－０５９２２４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－３４８２０６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００３－５０７５５６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－２９２１４４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－１１２９１９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭５１－０５５３２０（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０９Ｄ　　１１／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

